
























































































































評
価

項
目

調
査

大
項

目
調

査
小

項
目

判
断

基
準

・
方

法
必

要
な

情
報

・
デ

ー
タ

情
報

源
デ

ー
タ

収
集

・
調

査
方

法
調

査
結

果

専
門

家
（
長

期
、

短
期

）
＆

調
査

団
派

遣
予

定
各

分
野

、
人

数
､派

遣
期

間
、

時
期

の
投

入
内

容
専

門
家

派
遣

予
定

、
調

査
団

派
遣

予
定

【
長

期
専

門
家

】
チ

ー
フ

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

/
環

境
社

会
配

慮
(2

4
人

月
）
、

参
加

型
計

画
お

よ
び

開
発

(2
4
人

月
）
、

研
修

管
理

/
業

務
調

整
(2

4
人

月
）

【
短

期
専

門
家

】
社

会
配

慮
手

法
(1

2
人

月
）
、

住
民

参
加

手
法

（
6
人

月
）

C
A

お
よ

び
参

加
型

計
画

の
技

術
を

担
当

す
る

専
門

家
が

そ
の

業
務

を
円

滑
に

行
う

た
め

に
、

業
務

調
整

専
門

家
を

投
入

す
る

こ
と

と
し

た
。

な
お

、
活

動
の

多
く
の

部
分

に
プ

ロ
セ

ス
管

理
特

に
能

力
開

発
と

そ
の

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

業
務

が
多

く
、

C
D

実
現

の
た

め
に

研
修

管
理

が
き

ち
ん

と
で

き
る

こ
と

が
非

常
に

重
要

で
あ

る
（
も

し
研

修
管

理
を

き
ち

ん
と

行
わ

な
い

と
、

マ
ニ

ュ
ア

ル
を

作
成

し
た

以
外

の
成

果
の

計
測

が
非

常
に

困
難

に
な

る
可

能
性

が
あ

る
）
。

そ
の

た
め

、
研

修
管

理
の

専
門

家
を

投
入

し
、

技
術

分
野

の
専

門
家

の
業

務
の

支
援

を
行

う
こ

と
と

し
た

。

機
材

供
与

投
入

機
材

の
種

類
や

数
量

、
さ

ら
に

目
的

資
機

材
供

与
予

定
、

専
門

家
・
調

査
団

の
観

察
（
既

存
機

材
等

の
運

用
管

理
状

況
）

デ
ス

ク
ト

ッ
プ

・
P

C
,　

ラ
ッ

プ
ト

ッ
プ

P
C

,　
L
C

D
プ

ロ
ジ

ェ
ク

タ
、

カ
ラ

ー
プ

リ
ン

タ
、

ソ
ー

タ
付

ス
キ

ャ
ナ

、
コ

ピ
ー

機
、

ビ
デ

オ
カ

メ
ラ

、
モ

ニ
タ

ー
、

D
V

D
プ

レ
ー

ヤ
ー

、
P

C
ソ

フ
ト

（
土

木
用

C
A

D
、

測
量

解
析

ソ
フ

ト
）
、

ト
ー

タ
ル

・
ス

テ
ー

シ
ョ

ン
（
測

量
機

器
）

研
修

員
受

入
（
本

邦
研

修
の

計
画

も
確

認
）

研
修

受
入

人
数

と
期

間
、

研
修

内
容

日
本

研
修

予
定

類
似

し
た

本
邦

研
修

は
、

現
在

ス
リ

ラ
ン

カ
、

バ
ン

グ
ラ

デ
シ

ュ
を

対
象

と
し

た
、

住
民

移
転

に
関

す
る

研
修

が
、

帯
広

セ
ン

タ
ー

を
中

心
と

し
て

実
施

さ
れ

て
い

る
。

現
地

活
動

費
活

動
予

算
額

と
支

出
内

容
現

地
業

務
費

投
入

計
画

、
企

画
調

査
員

の
観

察
近

隣
国

に
お

け
る

技
術

交
流

（
バ

ン
グ

ラ
デ

シ
ュ

な
ど

を
想

定
）

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
管

理
、

支
援

体
制

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

上
の

バ
ッ

ク
ア

ッ
プ

支
援

体
制

事
務

所
意

見
、

企
画

調
査

員
の

観
察

【
管

理
体

制
・
実

施
体

制
】
カ

ン
ボ

ジ
ア

事
務

所
主

管
で

実
施

す
る

。
当

該
分

野
に

多
く
の

経
験

・
知

見
お

よ
び

人
的

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

を
持

つ
イ

ン
フ

ラ
開

発
担

当
チ

ー
ム

が
事

業
管

理
を

行
う

。
同

チ
ー

ム
は

こ
れ

ま
で

も
カ

ン
ボ

ジ
ア

で
実

施
さ

れ
て

き
た

無
償

援
助

案
件

の
住

民
移

転
手

続
き

等
で

、
本

件
の

C
/
P

機
関

と
緊

密
な

関
係

（
特

に
IR

C
-
J
IC

A
定

例
会

議
）
を

持
っ

て
い

る
。

実
務

的
に

も
、

本
件

実
施

す
る

た
め

の
体

制
は

充
分

整
っ

て
い

る
。

過
去

の
実

績
か

ら
み

て
も

、
「
専

門
家

に
お

ま
か

せ
」
と

い
う

よ
う

な
結

果
に

な
る

こ
と

は
考

え
に

く
い

。

カ
ン

ボ
ジ

ア
側

投
入

C
/
P

配
置

、
施

設
提

供
、

ロ
ー

カ
ル

コ
ス

ト
等

必
要

な
経

費
負

担
C

/
P

の
配

置
予

定
、

カ
ン

ボ
ジ

ア
側

予
算

配
分

予
定

、
企

画
調

査
員

の
観

察
会

議
議

事
録

、
既

存
調

査
報

告
書

、
質

問
票

事
務

所
ス

ペ
ー

ス
：
共

用
で

あ
る

が
約

１
５

平
方

メ
ー

ト
ル

の
執

務
場

所
が

、
M

E
F
の

R
D

の
執

務
場

所
の

隣
に

確
保

さ
れ

て
い

る
。

最
大

3
名

程
度

の
執

務
が

可
能

。
同

ス
ペ

ー
ス

は
M

E
F
の

構
内

に
あ

り
、

C
/
W

の
執

務
場

所
に

近
い

の
で

、
技

術
協

力
の

効
果

を
挙

げ
る

の
に

寄
与

す
る

も
の

と
考

え
ら

れ
る

。

投
入

計
画

（
他

の
同

規
模

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

の
比

較
）

投
入

計
画

、
他

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
の

比
較

（
？

）
P

D
M

、
P

O
、

企
画

調
査

員
の

観
察

既
存

調
査

報
告

書
、

質
問

票
他

に
は

、
住

民
移

転
に

関
す

る
類

似
の

技
術

協
力

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
な

い
。

最
近

実
施

さ
れ

た
直

営
に

よ
る

技
術

協
力

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
比

較
す

る
と

、
や

や
少

な
い

投
入

で
実

施
さ

れ
る

予
定

。

活
動

の
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
の

仕
組

み
は

適
切

か

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

内
部

の
取

組
み

意
欲

・
努

力
は

？
　

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

進
捗

の
報

告
は

ど
の

よ
う

に
行

わ
れ

る
ん

わ
見

通
し

か
？

　
活

動
の

管
理

や
そ

の
後

の
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

は
適

切
に

行
え

る
見

通
し

か
？

（
と

り
わ

け
日

本
人

不
在

の
間

の
宿

題
や

課
題

の
進

捗
、

リ
ハ

ビ
リ

計
画

の
作

成
や

マ
ニ

ュ
ア

ル
作

成
は

実
施

さ
れ

る
か

）

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

の
実

績
計

画
、

合
同

会
議

(J
C

C
)開

催
予

定
、

企
画

調
査

員
の

観
察

既
存

調
査

報
告

書
、

質
問

票
、

専
門

家
・
C

/
P

意
見

、
J
IC

A
本

部
/
事

務
所

【
実

施
計

画
の

策
定

お
よ

び
実

施
委

員
会

（
E
c
u
se

c
u
ti
ve

 C
o
m

m
it
te

e
）
で

の
承

認
】

専
門

家
着

任
直

後
に

2
ヶ

月
程

度
を

か
け

て
、

移
転

業
務

全
般

の
現

状
分

析
を

行
い

、
そ

の
結

果
を

も
と

に
業

務
実

施
計

画
を

立
案

・
実

施
委

員
会

で
承

認
を

得
る

。
こ

の
計

画
書

に
記

載
さ

れ
た

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

計
画

に
基

づ
い

て
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

実
施

す
る

。
【
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
の

仕
組

み
】

本
件

は
、

大
き

く
分

け
て

マ
ニ

ュ
ア

ル
・
議

事
録

な
ど

物
理

的
な

成
果

品
の

確
認

に
よ

っ
て

進
捗

が
確

認
で

き
る

も
の

と
、

T
O

T
や

O
J
T
を

通
じ

て
C

/
P

等
の

能
力

向
上

を
図

る
も

の
の

、
2
種

類
が

あ
る

。
前

者
を

対
象

と
し

た
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
は

、
業

務
管

理
の

考
え

方
か

ら
そ

の
進

捗
を

定
期

的
に

確
認

す
る

こ
と

に
よ

っ
て

、
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
が

可
能

で
あ

る
。

後
者

は
、

そ
れ

ぞ
れ

が
C

/
P

（
個

人
）
の

能
力

の
向

上
、

所
属

す
る

組
織

の
手

続
き

な
ど

が
、

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

の
対

象
で

あ
る

。
個

人
の

能
力

向
上

は
、

具
体

的
な

手
続

き
・
作

業
等

を
現

場
の

条
件

の
も

と
、

実
施

す
る

こ
と

を
前

提
と

し
て

、
そ

れ
ぞ

れ
の

作
業

が
研

修
の

内
容

に
基

づ
い

て
現

場
で

じ
っ

実
際

に
実

施
（
利

用
）
す

る
こ

と
が

で
き

る
か

ど
う

か
を

計
測

す
る

。
こ

れ
ら

を
日

常
・
継

続
し

計
測

デ
ー

タ
の

収
集

・
分

析
を

行
う

こ
と

に
よ

り
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
が

可
能

と
な

る
。

【
進

捗
報

告
の

内
容

・
頻

度
な

ど
に

つ
い

て
の

考
え

方
】

四
半

期
ご

と
に

実
施

さ
れ

る
事

業
実

施
委

員
会

へ
の

報
告

に
よ

る
【
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
内

部
の

取
組

み
意

欲
・
努

力
の

程
度

】
M

E
F
側

の
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

に
対

す
る

期
待

は
高

い
。

住
民

移
転

の
問

題
は

各
国

の
ド

ナ
ー

な
ら

び
に

カ
ン

ボ
ジ

ア
の

市
民

社
会

が
そ

の
方

法
に

つ
い

て
高

い
関

心
を

持
っ

て
い

る
事

案
で

あ
り

、
現

実
に

起
き

て
い

る
課

題
の

解
決

に
当

該
技

術
協

力
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
が

資
す

る
こ

と
が

期
待

さ
れ

て
い

る
。

ま
た

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

波
及

効
果

と
し

て
こ

の
技

術
協

力
の

成
果

が
地

方
の

道
路

事
業

に
波

及
し

て
い

く
こ

と
が

期
待

さ
れ

て
い

る
。

ま
た

、
技

術
協

力
の

対
象

は
道

路
事

業
で

あ
っ

た
が

、
他

の
公

共
事

業
に

も
適

用
さ

れ
て

い
く
こ

と
が

強
く
期

待
さ

れ
て

い
る

。
【
活

動
の

管
理

や
そ

の
後

の
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

は
適

切
に

行
え

る
見

通
し

か
？

】
（
と

り
わ

け
日

本
人

不
在

の
間

の
宿

題
や

課
題

の
進

捗
、

リ
ハ

ビ
リ

計
画

の
作

成
や

マ
ニ

ュ
ア

ル
作

成
は

実
施

さ
れ

る
か

）
本

件
は

、
事

務
所

主
管

で
実

施
さ

れ
る

こ
と

か
ら

2
年

間
の

計
画

期
間

中
、

実
施

プ
ロ

セ
ス

の
管

理
に

つ
い

て
カ

ン
ボ

ジ
ア

事
務

所
が

深
く
関

与
す

る
こ

と
に

な
る

。
そ

の
た

め
例

え
ば

、
専

門
家

不
在

の
差

異
の

業
務

の
遂

行
な

ど
に

も
問

題
は

少
な

い
と

思
わ

れ
る

。

専
門

家
と

C
/
P

と
の

関
係

専
門

家
と

C
/
P

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

が
適

切
に

取
れ

る
体

制
は

確
保

さ
れ

て
い

る
か

？
お

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
機

会
の

設
定

・
開

催
計

画
、

日
常

業
務

に
お

け
る

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
方

法
と

計
画

既
存

調
査

報
告

書
、

質
問

票
、

従
事

者
の

分
担

業
務

内
容

（
案

）
、

専
門

家
・
C

/
P

意
見

資
料

調
査

、
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

質
問

票

【
専

門
家

と
C

/
P

の
関

係
】

派
遣

さ
れ

る
専

門
家

が
確

定
し

て
い

な
い

。
C

/
P

と
し

て
選

任
を

一
名

配
置

す
る

こ
と

で
基

本
的

な
合

意
に

至
っ

て
い

る
。

そ
の

他
、

専
門

家
の

着
任

後
必

要
な

分
野

の
人

員
を

IR
C

か
ら

、
パ

ー
ト

タ
イ

ム
の

C
/
P

と
し

て
技

術
協

力
業

務
に

参
加

す
る

こ
と

と
し

た
。

す
で

に
専

従
者

一
名

を
氏

名
予

定
（
M

E
F
)。

公
共

事
業

省
は

、
人

選
を

進
め

て
い

る
。

【
執

務
室

】
当

面
、

現
在

の
R

D
の

執
務

室
の

前
に

部
屋

を
確

保
し

た
。

執
務

場
所

と
し

て
は

１
５

㎡
程

度
。

提
供

資
機

材
の

配
置

に
は

や
や

狭
い

。
R

D
そ

の
も

の
が

移
転

す
る

可
能

性
も

あ
る

の
で

、
当

面
の

一
年

間
は

、
こ

の
場

所
で

。
R

D
と

の
距

離
が

近
い

、
R

D
と

の
日

常
の

関
係

を
構

築
し

や
す

い
利

点
が

あ
る

の
で

、
部

屋
の

配
置

は
近

く
が

望
ま

し
い

と
い

う
こ

と
を

カ
ン

ボ
ジ

ア
側

が
良

く
理

解
し

た
措

置
で

あ
る

。

C
/
P

の
責

務
と

役
割

先
方

実
施

機
関

の
自

助
努

力
の

見
通

し
（
全

体
計

画
・
実

施
・
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
機

能
）

M
in

is
tr

y 
o
f 
E
c
o
n
o
m

y 
an

d 
F
in

an
c
e
 本

部
の

理
解

度
や

推
進

策
は

適
切

だ
っ

た
か

？
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

中
で

C
/
P

は
ど

の
よ

う
な

役
割

を
担

っ
て

い
る

か
？

（
研

修
ト

レ
ー

ナ
ー

、
エ

ン
ジ

ニ
ア

ス
タ

ッ
フ

他
の

主
体

性
や

積
極

性
）

企
画

調
査

員
の

観
察

、
C

/
P

意
見

既
存

調
査

報
告

書
、

質
問

票
、

IR
C

幹
部

、
専

門
家

・
C

/
P

意
見

資
料

調
査

、
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
【
C

/
P

の
責

務
・
役

割
】
　

C
/
P

は
、

経
済

財
務

省
で

住
民

移
転

を
専

門
と

し
て

い
る

部
署

の
担

当
者

を
中

心
と

し
て

い
る

。
現

地
に

お
い

て
イ

ン
フ

ラ
事

業
に

関
わ

る
ド

ナ
ー

間
の

調
整

業
務

が
起

こ
り

え
る

。
こ

れ
を

活
動

に
位

置
づ

け
て

い
る

。

予
算

の
手

当
て

は
十

分
か

カ
ン

ボ
ジ

ア
側

の
負

担
状

況
相

手
方

の
投

入
予

定
既

存
調

査
報

告
書

、
質

問
票

資
料

調
査

【
相

手
国

側
の

予
算

】
財

務
省

で
あ

り
、

充
分

確
保

さ
れ

る
と

考
え

ら
れ

る
。

（
実

際
関

係
省

庁
に

費
用

を
負

担
し

て
い

る
こ

と
が

確
認

さ
れ

て
い

る
。

）
経

済
財

務
省

の
R

D
な

ら
び

に
、

IR
C

を
構

成
す

る
各

省
庁

か
ら

人
員

を
入

れ
る

こ
と

に
な

る
。

C
/
P

の
配

置
は

適
正

か
専

門
家

は
C

/
P

配
置

に
満

足
し

て
い

る
か

？
C

/
P

配
置

は
良

好
か

？
充

足
の

程
度

配
置

計
画

C
/
P

配
置

予
定

一
覧

資
料

調
査

、
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
【
C

/
P

の
配

置
予

定
】

成
果

の
達

成
状

況
成

果
は

達
成

さ
れ

る
見

込
み

が
あ

る
か

各
指

標
の

確
認

(各
成

果
の

達
成

状
況

 )
P

D
M

、
既

存
報

告
書

、
各

調
査

結
果

、
関

係
者

の
意

見
既

存
調

査
報

告
書

、
質

問
票

、
専

門
家

・
C

/
P

意
見

、
本

部
/
事

務
所

評
価

資
料

調
査

、
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
【
成

果
の

達
成

の
見

込
み

】
成

果
の

一
つ

一
つ

は
、

高
い

到
達

点
を

持
っ

た
指

標
で

は
な

い
。

む
し

ろ
、

作
成

・
整

備
さ

れ
た

マ
ニ

ュ
ア

ル
類

を
ど

の
よ

う
に

使
っ

て
い

く
の

か
に

つ
い

て
、

カ
ン

ボ
ジ

ア
側

が
自

ら
考

え
、

ど
の

よ
う

に
地

方
政

府
へ

の
普

及
を

図
っ

て
い

く
の

か
に

つ
い

て
、

議
論

し
実

施
す

る
プ

ロ
セ

ス
が

大
き

な
作

業
量

が
予

測
さ

れ
る

。

相
手

国
開

発
政

策
と

の
整

合
性

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

＆
上

位
目

標
は

当
該

国
の

開
発

ニ
ー

ズ
に

合
致

し
て

い
る

か

上
位

目
標

は
、

当
該

国
が

目
指

す
方

向
と

共
通

で
あ

っ
た

か
？

そ
の

緊
急

度
や

優
先

順
位

は
？

（
住

民
移

転
と

い
う

本
件

の
位

置
づ

け
、

他
ド

ナ
ー

と
の

調
整

の
可

能
性

な
ど

）
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
が

目
指

す
目

標
に

つ
い

て
、

関
係

者
の

理
解

が
得

ら
れ

て
い

る
か

？
（
カ

ン
ボ

ジ
ア

側
の

コ
ミ

ッ
ト

メ
ン

ト
）

既
存

調
査

報
告

書
、

関
係

者
の

意
見

国
家

計
画

、
既

存
調

査
報

告
書

、
質

問
票

、
IR

C
-
R

D
幹

部
、

専
門

家
・
C

/
P

意
見

資
料

調
査

、
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

質
問

票
【
カ

国
政

府
の

政
策

】
産

業
開

発
に

つ
な

が
る

イ
ン

フ
ラ

整
備

は
国

家
開

発
の

最
重

要
課

題
と

考
え

ら
れ

て
い

る
。

一
方

社
会

・
環

境
配

慮
も

対
象

者
（
受

益
者

）
の

選
定

は
適

切
か

（
タ

ー
ゲ

ッ
ト

グ
ル

ー
プ

の
確

認
、

対
象

地
域

の
確

認
）

対
象

サ
イ

ト
の

選
定

は
適

切
で

あ
っ

た
か

？
協

力
方

法
や

支
援

ア
プ

ロ
ー

チ
に

は
妥

当
で

あ
っ

た
か

？
ま

た
同

サ
イ

ト
の

事
業

の
進

捗
状

況
や

そ
の

ス
タ

ッ
フ

の
技

術
力

を
ど

の
程

度
、

把
握

し
て

い
た

か
？

既
存

報
告

書
、

P
D

M
、

P
O

、
研

修
計

画
、

関
係

者
の

意
見

既
存

調
査

報
告

書
、

質
問

票
、

専
門

家
・
C

/
P

意
見

資
料

調
査

、
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

質
問

票

【
受

益
者

】
　

直
接

の
受

益
者

は
、

移
転

交
渉

に
あ

た
る

R
D

の
職

員
で

あ
る

。
最

終
的

な
便

益
は

、
施

行
規

則
に

従
っ

た
移

転
計

画
に

も
と

づ
い

て
不

法
占

拠
し

て
い

る
住

民
ま

で
そ

の
生

存
す

る
権

利
が

一
定

水
準

認
定

さ
れ

る
こ

と
で

、
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
便

益
が

裨
益

す
る

。

対
象

事
業

の
選

定
（
活

動
の

項
目

、
技

術
移

転
方

法
、

取
り

組
み

支
援

の
方

法
・
ア

プ
ロ

ー
チ

）
は

適
切

か

活
動

内
容

は
現

場
ニ

ー
ズ

に
あ

っ
た

も
の

で
あ

っ
た

か
？

既
存

報
告

書
、

研
修

計
画

・
受

講
生

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

、
関

係
者

の
意

見
既

存
調

査
報

告
書

、
質

問
票

、
専

門
家

・
C

/
P

意
見

資
料

調
査

、
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

質
問

票
【
ア

プ
ロ

ー
チ

】
　

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
主

た
る

活
動

に
、

現
状

の
R

D
の

業
務

の
質

の
向

上
を

目
指

す
。

日
本

側
の

政
策

と
の

整
合

性
協

力
内

容
は

我
が

国
及

び
J
IC

A
の

重
点

方
針

（
カ

ン
ボ

ジ
ア

に
お

け
る

）
に

合
致

し
て

い
る

か
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
開

始
時

及
び

援
助

方
針

。
全

体
か

ら
見

た
位

置
づ

け
我

が
国

の
援

助
支

援
実

績
資

料
、

既
存

調
査

報
告

書
J
IC

A
国

別
事

業
実

施
計

画
、

J
IC

A
事

務
所

資
料

資
料

調
査

J
IC

A
は

、
環

境
社

会
配

慮
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
を

整
備

し
、

住
民

移
転

に
対

す
る

配
慮

の
重

要
性

を
強

調
し

て
い

る
。

本
件

と
同

時
期

に
実

施
さ

れ
る

国
道

一
号

線
（
第

３
期

、
第

四
期

）
、

第
二

メ
コ

ン
架

橋
な

ど
、

右
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
が

厳
格

に
適

用
さ

れ
る

こ
と

。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

計
画

の
妥

当
性

（
P

D
M

の
論

理
性

も
含

め
）
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
計

画
は

適
当

で
あ

る
か

事
実

確
認

と
適

正
度

判
断

（
活

動
項

目
、

要
員

配
置

計
画

、
協

力
期

間
ほ

か
）

P
D

M
の

論
理

構
成

あ
る

い
は

記
載

内
容

に
困

難
は

な
か

っ
た

か
？

（
さ

ら
に

、
P

D
M

改
定

が
適

宜
行

え
る

体
制

か
ど

う
か

に
つ

い
て

も
要

検
証

）

R
/
D

案
、

既
存

調
査

報
告

書
、

P
D

M
、

Ｐ
Ｏ

、
関

係
者

の
意

見
既

存
調

査
報

告
書

、
質

問
票

、
専

門
家

・
C

/
P

意
見

資
料

調
査

、
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

妥
当

性
は

以
下

の
理

由
に

よ
り

高
い

と
考

え
ら

れ
る

。
「
カ

」
国

政
府

は
、

安
定

し
た

社
会

経
済

基
盤

の
整

備
を

通
じ

た
一

層
の

経
済

成
長

を
実

現
す

る
た

め
に

、
四

辺
形

戦
略

（
R

e
c
ta

n
gu

la
r 

S
tr

at
e
gy

（
2
0
0
4
年

7
月

）
に

お
い

て
「
運

輸
交

通
イ

ン
フ

ラ
の

更
な

る
整

備
」
を

政
策

課
題

の
ひ

と
つ

に
位

置
づ

け
て

い
る

。
2
0
0
6
年

5
月

の
国

会
で

承
認

さ
れ

た
国

家
戦

略
開

発
計

画
(N

at
io

n
al

 S
tr

at
e
gi

c
 D

e
ve

lo
pm

e
n
t 

P
la

n
: 
N

S
D

P
) 
に

お
い

て
、

2
0
0
6
年

か
ら

2
0
1
0
年

ま
で

の
5
ヵ

年
計

画
の

達
成

目
標

と
し

て
「
2
0
1
0
年

ま
で

に
、

国
道

及
び

州
道

1
1
,3

1
0
km

の
う

ち
1
桁

と
2
桁

国
道

4
,1

0
0
km

を
舗

装
し

良
好

に
維

持
す

る
」
と

い
う

目
標

を
掲

げ
、

こ
れ

を
達

成
す

る
た

め
に

は
「
適

切
で

優
先

順
位

付
け

さ
れ

た
道

路
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
の

実
施

」
が

必
要

不
可

欠
で

あ
る

と
し

て
い

る
。

ま
た

、
2
0
0
8
年

9
月

に
新

た
に

表
明

さ
れ

た
国

家
開

発
戦

略
「
R

e
c
ta

n
gu

la
r 

S
tr

at
e
gy

 f
o
r 

G
ro

w
th

, 
E
m

pl
o
ym

e
n
t,
 E

qu
it
y 

an
d 

E
ff
ic

ie
n
c
y 

P
h
as

e
 I
I（

以
下

、
四

辺
形

戦
略

IIと
称

す
る

）
」
で

は
、

こ
れ

ま
で

の
旧

四
辺

形
戦

略
を

踏
襲

し
つ

つ
、

引
き

続
き

①
農

業
分

野
の

強
化

、
②

イ
ン

フ
ラ

の
継

続
的

な
再

整
備

と
建

設
、

③
民

間
セ

ク
タ

ー
開

発
と

雇
用

創
出

、
④

能
力

向
上

と
人

的
資

源
開

発
を

4
つ

の
重

点
と

し
て

お
り

、
本

案
件

は
「
②

イ
ン

フ
ラ

の
継

続
的

な
再

整
備

と
建

設
」
に

該
当

す
る

。
さ

ら
に

、
「
四

辺
形

戦
略

II」
で

は
、

特
に

「
こ

れ
ま

で
整

備
し

て
き

た
国

道
の

維
持

管
理

に
重

点
を

置
く
」
と

し
、

本
案

件
の

到
達

目
標

と
整

合
す

る
。

第
2
に

、
我

が
国

と
し

て
も

、
J
IC

A
「
国

別
事

業
実

施
計

画
」
（
2
0
0
7
年

）
に

お
い

て
「
経

済
社

会
基

盤
整

備
課

題
」
と

し
て

「
運

輸
交

通
シ

ス
テ

ム
改

善
プ

ロ
グ

ラ
ム

」
を

挙
げ

て
お

り
、

「
道

路
の

維
持

・
管

理
や

、
二

桁
国

道
・
州

道
な

ど
の

整
備

計
画

な
ど

、
新

し
い

段
階

で
の

協
力

を
進

め
て

い
く
」
が

掲
げ

ら
れ

て
お

り
、

本
案

件
は

、
良

好
な

道
路

状
況

の
維

持
管

理
を

達
成

し
て

い
く
た

め
の

シ
ス

テ
ム

構
築

の
た

め
の

自
助

努
力

を
支

援
す

る
も

の
で

あ
る

。
ま

た
、

2
0
0
6
年

1
0
月

に
実

施
し

た
開

発
調

査
「
カ

ン
ボ

ジ
ア

国
全

国
道

路
網

調
査

」
に

お
い

て
も

、
自

立
的

な
道

路
維

持
管

理
体

制
を

確
立

す
る

た
め

の
中

期
計

画
（
2
0
1
1
～

2
0
1
5
）
ビ

ジ
ョ

ン
と

し
て

、
品

質
管

理
シ

ス
テ

ム
の

確
立

を
提

言
し

て
お

り
、

本
案

件
の

実
施

予
定

期
間

と
時

期
的

に
も

整
合

す
る

。

日
本

の
技

術
・
ノ

ウ
ハ

ウ
の

比
較

優
位

性
我

が
国

が
本

案
件

に
協

力
す

る
上

で
の

有
効

性
や

技
術

ノ
ウ

ハ
ウ

は
あ

る
か

？

協
力

実
績

や
本

件
協

力
開

始
の

経
緯

・
背

景
。

日
本

人
専

門
家

お
よ

び
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

の
技

術
優

位
性

を
考

察
。

我
が

国
の

本
分

野
に

お
け

る
過

去
の

援
助

実
績

・
経

験
、

優
位

性
、

既
存

調
査

報
告

書
J
IC

A
本

部
/
事

務
所

資
料

調
査

本
件

は
、

二
国

間
援

助
で

実
施

す
る

こ
と

か
ら

、
路

線
設

計
か

ら
施

工
・
完

成
・
引

渡
し

に
至

る
ま

で
の

、
日

本
の

住
民

移
転

の
ノ

ウ
ハ

ウ
を

一
貫

し
て

移
転

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
（
多

国
間

援
助

で
あ

れ
ば

、
ノ

ウ
ハ

ウ
は

調
達

さ
れ

た
各

国
の

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
の

寄
せ

集
め

の
技

術
が

移
転

さ
れ

る
。

）
我

が
国

の
住

民
移

転
で

は
、

登
記

制
度

に
基

づ
く
公

信
性

の
比

較
的

高
い

権
利

と
合

わ
せ

て
、

伝
統

的
・
慣

習
的

な
権

利
を

含
む

権
利

を
対

象
と

し
た

経
験

も
多

い
。

カ
ン

ボ
ジ

ア
に

お
い

て
は

、
後

者
の

権
利

を
ど

の
よ

う
に

移
転

補
償

に
生

か
す

か
が

課
題

で
、

我
が

国
の

事
例

を
生

か
す

こ
と

が
で

き
る

。

実
績

（
計

画
の

内
容

）
投

入
（
予

定
数

量
）
の

適
切

さ

既
存

調
査

報
告

書
、

質
問

票

資
料

調
査

実 施 プ ロ セ ス

相
手

国
実

施
機

関
の

オ
ー

ナ
ー

シ
ッ

プ

妥 当 性

受
益

者
（
タ

ー
ゲ

ッ
ト

グ
ル

ー
プ

）
の

選
定

は
適

当
か

グ
ル

ー
プ

の
ニ

ー
ズ

に
合

致
し

て
い

た
か



評
価

項
目

調
査

大
項

目
調

査
小

項
目

判
断

基
準

・
方

法
必

要
な

情
報

・
デ

ー
タ

情
報

源
デ

ー
タ

収
集

・
調

査
方

法
調

査
結

果

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

達
成

の
見

込
み

#
R

E
F
!

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

に
対

応
す

る
複

数
の

指
標

P
D

M
、

P
O

、
既

存
調

査
報

告
書

、
P

D
M

、
Ｐ

Ｏ
、

合
同

会
議

(J
C

C
)開

催
予

定
、

関
係

者
の

意
見

実
績

デ
ー

タ
（
成

果
品

）
、

会
議

議
事

録
、

既
存

調
査

報
告

書
、

対
処

方
針

、
専

門
家

・
C

/
P

意
見

資
料

調
査

、
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

質
問

票

「
指

標
１

：
 R

D
が

カ
ン

ボ
ジ

ア
の

法
律

、
政

令
、

そ
の

他
規

則
や

マ
ニ

ュ
ア

ル
に

基
づ

い
た

住
民

移
転

の
計

画
を

立
案

す
る

よ
う

に
な

る
。

」
現

在
国

民
議

会
に

上
程

さ
れ

て
い

る
「
収

用
法

」
の

成
立

に
あ

わ
せ

て
取

り
組

む
、

移
転

に
関

す
る

政
令

（
施

行
規

則
）
な

ど
、

関
連

す
る

法
令

の
整

備
は

、
今

後
の

2
年

間
で

着
実

に
行

わ
れ

る
と

予
想

さ
れ

る
。

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

内
容

は
、

す
で

に
メ

コ
ン

架
橋

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

や
国

道
1
号

線
（
第

2
工

区
）
な

ど
の

事
業

に
お

い
て

実
施

さ
れ

た
住

民
移

転
の

方
法

が
基

礎
と

な
る

。
「
指

標
２

：
R

D
と

IR
C

が
カ

ン
ボ

ジ
ア

の
法

律
、

政
令

、
そ

の
他

規
則

や
マ

ニ
ュ

ア
ル

に
基

づ
い

て
住

民
移

転
を

実
施

す
る

よ
う

に
な

る
。

」
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

有
効

性
は

以
下

の
理

由
に

よ
り

高
い

と
評

価
で

き
る

。
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
「
T
h
e
 r

e
se

tt
le

m
e
n
t 

c
ap

ac
it
y 

o
f 
th

e
 R

e
se

tt
le

m
e
n
t 

D
e
pa

rt
m

e
n
t 

(R
D

) 
o
f 
th

e
 M

E
F
 a

n
d 

IR
C

 w
ill

 b
e
 e

n
h
an

c
e
d（

経
済

財
務

省
・
住

民
移

転
局

（
R

D
）
の

移
転

に
関

す
る

能
力

が
強

化
さ

れ
る

）
」
は

、
「
カ

」
国

と
日

本
側

双
方

の
関

係
者

の
対

話
に

よ
っ

て
選

定
・
定

義
さ

れ
て

い
る

。
本

技
術

協
力

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
、

R
D

を
中

心
と

す
る

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
が

年
間

計
画

を
策

定
し

、
実

施
、

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

・
評

価
を

行
う

と
い

う
一

連
の

サ
イ

ク
ル

に
よ

っ
て

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

を
実

施
す

る
こ

と
を

通
じ

て
、

R
D

の
組

織
と

し
て

の
運

営
能

力
の

向
上

が
期

待
で

き
る

。
ま

た
、

活
動

を
通

じ
て

、
住

民
移

転
手

続
き

に
関

す
る

適
切

な
計

画
手

法
を

習
得

す
る

こ
と

に
よ

り
、

よ
り

適
切

な
移

転
手

続
き

が
計

画
さ

れ
る

こ
と

が
期

待
さ

れ
る

。
併

せ
て

、
住

民
移

転
の

実
施

段
階

に
お

け
る

、
適

切
な

調
査

手
法

を
習

得
す

る
こ

と
に

よ
っ

て
、

国
内

に
お

け
る

移
転

業
務

の
執

行
を

通
じ

て
、

そ
の

実
施

手
順

が
向

上
す

る
こ

と
が

期
待

さ
れ

る
。

さ
ら

に
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

参
加

者
の

要
望

に
対

応
し

、
国

内
外

に
お

け
る

い
く
つ

か
の

研
修

・
技

術
交

流
等

を
組

み
合

わ
せ

て
実

施
す

る
こ

と
に

よ
り

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
に

合
致

し
た

人
材

の
育

成
を

通
じ

て
、

R
D

の
移

転
実

施
能

力
を

効
果

的
に

強
化

す
る

こ
と

が
可

能
と

考
え

る
。

こ
れ

ら
に

よ
り

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
時

ま
で

に
、

目
標

の
達

成
が

見
込

ま
れ

る
。

予
見

さ
れ

る
目

標
達

成
に

係
る

促
進

・
貢

献
要

因
は

ど
の

よ
う

な
も

の
か

相
手

側
の

ニ
ー

ズ
に

応
じ

た
計

画
内

容
：
本

邦
研

修
や

技
術

移
転

セ
ミ

ナ
ー

の
実

施
含

む
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

共
同

実
施

体
制

（
先

方
の

段
階

的
な

技
術

向
上

を
踏

ま
え

た
技

術
移

転
の

進
め

方
）

C
/
P

に
と

っ
て

の
イ

ン
セ

ン
テ

ィ
ブ

（
本

邦
研

修
で

、
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
の

策
定

や
エ

ン
ジ

ニ
ア

と
し

て
の

自
覚

、
主

体
性

の
向

上
？

）

現
在

の
時

点
で

、
C

/
P

機
関

が
事

業
実

施
に

つ
い

て
前

向
き

な
態

度
を

持
っ

て
お

り
、

こ
の

点
か

ら
も

事
業

実
施

上
の

阻
害

要
因

は
見

当
た

ら
な

い
。

促
進

要
因

と
し

て
考

え
ら

れ
る

の
は

、
カ

ン
ボ

ジ
ア

に
お

け
る

旺
盛

な
投

資
意

欲
で

あ
り

、
そ

の
た

め
の

経
済

基
盤

整
備

は
同

国
に

お
け

る
喫

緊
の

課
題

と
な

っ
て

い
る

。
本

件
は

、
経

済
開

発
の

基
盤

で
あ

る
公

共
投

資
の

促
進

上
の

ボ
ト

ル
ネ

ッ
ク

と
も

な
り

か
ね

な
い

移
転

手
続

き
を

円
滑

に
進

め
る

た
め

の
技

術
協

力
で

あ
り

、
右

の
促

進
に

資
す

る
。

予
見

さ
れ

る
目

標
達

成
に

か
か

る
阻

害
要

因
は

ど
の

よ
う

な
も

の
か

？
ま

た
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

大
き

な
影

響
を

与
え

る
外

部
条

件
は

何
か

？

具
体

的
な

事
例

を
も

と
に

、
予

測
さ

れ
る

阻
害

要
因

を
示

す

外
部

条
件

と
し

て
は

、
「
IR

C
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
ア

ウ
ト

カ
ム

を
道

路
セ

ク
タ

ー
以

外
の

分
野

に
普

及
さ

せ
る

こ
と

を
望

ん
で

い
る

」
か

ど
う

か
不

明
な

こ
と

に
加

え
、

移
転

対
象

と
な

る
「
住

民
が

苦
情

を
適

切
な

マ
ニ

ュ
ア

ル
に

基
づ

い
て

提
出

す
る

」
か

ど
う

か
分

か
ら

な
い

こ
と

で
あ

る
。

前
者

に
つ

い
て

は
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

を
通

じ
て

、
右

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

整
備

と
そ

の
適

用
を

進
め

る
よ

う
対

話
を

行
っ

て
い

く
。

後
者

に
つ

い
て

は
、

苦
情

処
理

を
含

め
た

移
転

プ
ロ

セ
ス

・
移

転
手

続
き

の
周

知
を

行
っ

て
い

く
こ

と
と

す
る

。

投
入

の
タ

イ
ミ

ン
グ

や
計

画
変

更
は

適
正

か
（
長

専
・
短

専
門

遣
や

機
材

投
入

）
、

そ
の

投
入

量
は

適
正

か
（
費

用
対

効
果

）

専
門

家
の

投
入

（
直

営
型

＋
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

業
務

実
施

契
約

と
の

組
み

合
わ

せ
に

よ
る

実
施

、
そ

の
効

率
性

や
有

効
性

）
、

投
入

予
算

（
コ

ス
ト

負
担

）
、

相
手

国
の

C
/
P

適
正

能
力

、
予

算
措

置
そ

の
他

要
員

計
画

表
、

予
算

計
画

、
機

材
配

置
表

、
専

門
家

・
C

/
P

の
意

見

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

、
以

下
の

理
由

か
ら

効
率

的
な

実
施

が
見

込
め

る
。

第
一

に
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

長
期

専
門

家
を

3
名

体
制

と
す

る
な

ど
、

移
転

に
か

か
る

R
D

職
員

の
能

力
向

上
の

た
め

に
必

要
・
最

低
限

の
投

入
で

実
施

す
る

。
右

に
加

え
て

、
短

期
専

門
家

数
名

の
派

遣
を

組
み

合
わ

せ
た

、
２

年
間

と
い

う
比

較
的

コ
ン

パ
ク

ト
な

技
術

協
力

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

を
実

施
し

よ
う

と
す

る
も

の
で

あ
る

。
第

二
に

、
わ

が
国

な
ら

び
に

他
ド

ナ
ー

が
こ

れ
ま

で
実

施
し

て
き

た
移

転
の

経
験

・
教

訓
を

生
か

し
つ

つ
、

現
在

「
カ

」
国

が
準

備
を

進
め

て
い

る
収

用
法

お
よ

び
こ

れ
に

関
連

す
る

諸
法

令
に

も
と

づ
い

て
能

力
向

上
を

行
う

お
の

で
、

技
術

協
力

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
成

果
が

、
現

実
の

移
転

業
務

と
密

接
に

関
わ

り
、

効
率

良
く
事

業
を

実
施

で
き

る
体

制
と

し
て

い
る

。
研

修
実

施
に

お
い

て
は

、
実

地
で

の
O

J
T
を

中
心

に
実

施
す

る
よ

う
考

慮
さ

れ
て

お
り

、
効

率
よ

く
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

実
施

す
る

予
定

で
あ

る
。

第
三

に
、

「
カ

」
国

側
か

ら
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
配

置
を

予
定

し
て

い
る

か
C

/
P

は
、

そ
の

ほ
と

ん
ど

が
、

わ
が

国
の

無
償

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

等
に

従
事

し
て

き
た

者
が

中
心

と
な

り
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

開
始

時
に

円
滑

な
立

ち
上

が
り

が
予

想
さ

れ
る

。
ま

た
、

「
カ

」
国

側
も

、
C

/
P

が
で

き
る

だ
け

交
代

な
し

に
配

置
さ

れ
る

こ
と

を
希

望
し

て
い

る
こ

と
、

協
力

期
間

が
2
年

間
と

比
較

的
短

い
こ

と
な

ど
か

ら
、

C
/
P

が
継

続
的

に
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
関

与
し

て
い

く
可

能
性

が
高

い
。

C
/
P

研
修

日
本

で
の

研
修

の
成

果
や

効
率

性
国

別
研

修
実

施
報

告
書

、
専

門
家

・
C

/
P

の
意

見
C

/
P

研
修

は
、

本
邦

研
修

と
し

て
例

え
ば

、
「
（
地

域
別

研
修

）
ア

ジ
ア

地
域

公
共

事
業

に
お

け
る

市
民

参
加

、
合

意
形

成
お

よ
び

住
民

移
転

」
が

帯
広

セ
ン

タ
ー

で
実

施
さ

れ
て

い
る

。
近

隣
諸

国
を

含
む

技
術

交
流

な
ど

、
現

場
で

の
実

践
が

他
国

で
ど

の
よ

う
に

行
わ

れ
て

い
る

か
を

把
握

す
る

こ
と

が
重

要
で

あ
る

。

Ｃ
／

Ｐ
・
ス

タ
ッ

フ
の

配
置

（
必

要
な

数
及

び
水

準
、

常
駐

専
任

数
）

C
/
P

の
配

置
と

異
動

/
退

官
(ス

タ
ッ

フ
の

離
職

率
)の

防
止

策
な

ど
C

/
P

の
配

置
状

況
C

/
P

経
歴

等
R

D
の

他
の

案
件

と
一

部
重

複
す

る
が

、
ほ

ぼ
専

従
で

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
従

事
す

る
職

員
を

一
名

ア
サ

イ
ン

す
る

方
向

で
検

討
中

で
あ

る
。

そ
の

他
の

職
員

に
つ

い
て

は
、

実
施

中
の

他
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
兼

務
で

参
加

す
る

こ
と

と
な

る
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
成

果
物

（
そ

の
作

成
と

活
用

度
合

い
）

各
マ

ニ
ュ

ア
ル

お
よ

び
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
の

作
成

プ
ロ

セ
ス

お
よ

び
そ

の
活

用
度

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

成
果

品
（
各

報
告

書
、

計
画

書
、

マ
ニ

ュ
ア

ル
他

）
リ

ス
ト

実
績

デ
ー

タ
、

業
務

完
了

報
告

書
、

会
議

議
事

録
、

専
門

家
意

見

資
料

調
査

、
観

察
、

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

マ
ニ

ュ
ア

ル
類

の
作

成
は

、
ロ

ー
カ

ル
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

を
雇

上
し

、
彼

ら
に

指
示

を
出

し
既

存
の

資
料

等
に

あ
た

ら
せ

、
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
原

案
を

作
成

す
る

と
い

う
方

法
を

検
討

す
る

。
ロ

ー
カ

ル
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

へ
の

T
O

R
作

成
や

成
果

品
の

検
収

等
の

業
務

監
理

も
含

め
た

技
術

協
力

と
す

る
の

が
望

ま
し

い
。

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

具
体

的
な

中
身

（
コ

ン
テ

ン
ツ

）
は

、
こ

れ
ま

で
に

R
D

が
蓄

積
し

て
き

た
現

場
で

の
ノ

ウ
ハ

ウ
を

中
心

と
し

て
こ

れ
ら

を
一

旦
集

約
し

て
作

成
す

る
。

ロ
ー

カ
ル

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
が

ま
と

め
た

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

達
成

に
向

け
て

、
イ

ン
プ

ッ
ト

が
適

切
に

運
営

管
理

さ
れ

る
か

ど
う

か
、

そ
の

見
通

し

技
術

移
転

セ
ミ

ナ
ー

や
O

J
T
の

実
施

内
容

、
C

/
P

や
受

講
生

の
選

定
（
人

数
始

め
規

模
や

選
定

方
法

）
、

研
修

活
動

は
効

率
的

に
、

か
つ

ニ
ー

ズ
に

合
っ

た
も

の
と

な
る

か
ど

う
か

？
そ

の
見

通
し

関
係

者
の

意
見

研
修

実
施

計
画

、
投

入
計

画
、

専
門

家
意

見
必

要
な

イ
ン

プ
ッ

ト
は

、
長

短
専

門
家

が
ほ

と
ん

ど
で

、
そ

の
管

理
は

事
務

所
が

直
接

行
う

こ
と

か
ら

、
問

題
は

予
見

で
き

な
い

。
機

材
に

つ
い

て
は

、
専

門
家

が
行

う
技

術
移

転
に

必
要

な
機

材
を

最
小

限
度

投
入

す
る

。
そ

の
機

材
類

は
、

移
転

の
計

画
・
実

施
に

必
要

な
も

の
に

と
ど

め
て

お
り

、
右

機
材

類
が

他
に

流
用

さ
れ

る
と

い
う

可
能

性
も

極
め

て
少

な
い

。

合
同

調
整

委
員

会
は

、
適

切
に

機
能

す
る

の
か

ど
う

か
合

同
調

整
委

員
会

の
メ

ン
バ

ー
、

位
置

づ
け

と
開

催
時

期
・
頻

度
合

同
会

議
(J

C
C

)開
催

予
定

、
既

存
報

告
書

、
関

係
者

の
意

見
会

議
議

事
録

、
既

存
調

査
報

告
書

、
専

門
家

・
C

/
P

意
見

合
同

調
整

委
員

会
の

下
に

業
務

管
理

を
行

う
た

め
の

、
実

施
管

理
委

員
会

を
設

置
し

て
、

日
常

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
遂

行
を

監
理

・
調

整
す

る
仕

組
み

を
作

っ
た

。
こ

れ
に

よ
り

、
開

催
頻

度
が

比
較

的
少

な
い

合
同

調
整

委
員

会
の

機
能

の
補

完
を

す
る

こ
と

が
で

き
る

。

上
位

目
標

達
成

の
見

込
み

#
R

E
F
!

#
R

E
F
!

P
D

M
、

P
O

、
既

存
調

査
報

告
書

、
既

存
報

告
書

、
関

係
者

の
意

見
イ

ン
フ

ラ
整

備
国

家
計

画
、

既
存

調
査

報
告

書
、

専
門

家
・
C

/
P

意
見

資
料

調
査

、
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

質
問

票

道
路

以
外

の
事

業
主

体
・
所

管
部

署
へ

の
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
や

、
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

へ
の

参
加

者
か

ら
、

本
技

術
協

力
へ

の
期

待
が

表
明

さ
れ

て
い

る
。

こ
れ

ま
で

に
実

施
さ

れ
た

公
共

事
業

に
お

い
て

、
適

切
な

収
用

に
関

す
る

仕
組

み
・
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
が

整
備

さ
れ

て
い

な
こ

と
か

ら
、

強
行

的
な

手
段

に
訴

え
ざ

る
を

得
な

い
状

況
が

あ
っ

た
。

（
そ

れ
以

外
の

選
択

肢
が

狭
ま

っ
て

い
る

）

政
策

・
組

織
的

な
イ

ン
パ

ク
ト

は
何

か

関
係

機
関

同
士

の
連

携
・
協

力
体

制
の

強
化

（
IR

C
と

R
D

間
の

意
思

疎
通

、
組

織
体

制
、

予
算

計
画

）
1
号

線
以

外
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

へ
の

技
術

移
転

・
波

及
の

見
通

し

現
在

R
D

が
実

施
し

て
い

る
土

地
収

用
に

関
す

る
業

務
に

対
す

る
イ

ン
パ

ク
ト

。
本

件
が

整
備

す
る

手
順

等
が

、
普

遍
的

に
広

が
っ

て
い

く
可

能
性

が
高

い
。

都
市

開
発

に
お

け
る

不
法

居
住

者
の

問
題

は
、

土
地

省
が

担
当

す
る

こ
と

か
ら

、
本

件
で

は
あ

つ
か

わ
な

い
。

技
術

的
な

イ
ン

パ
ク

ト
は

何
か

C
/
P

の
技

術
レ

ベ
ル

及
び

研
修

計
画

・
実

施
能

力
の

向
上

（
本

邦
研

修
で

策
定

さ
れ

た
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
の

今
後

の
展

開
。

職
務

遂
行

能
力

の
向

上
や

移
転

に
関

す
る

意
識

や
自

覚
お

よ
び

そ
の

能
力

構
築

）
。

成
果

品
（
マ

ニ
ュ

ア
ル

ほ
か

）
の

活
用

と
定

着
の

可
能

性
（
完

成
予

定
、

読
み

手
、

あ
る

い
は

配
布

活
用

見
込

な
ど

）
。

他
の

移
転

事
業

で
の

応
用

・
定

着
に

向
け

た
取

り
組

み
予

定

現
在

、
「
カ

」
国

内
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

が
達

成
さ

れ
た

場
合

、
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
上

位
目

標
で

あ
る

「
カ

ン
ボ

ジ
ア

政
府

が
、

同
国

の
法

令
を

遵
守

し
た

統
一

的
な

方
法

で
住

民
移

転
に

関
す

る
方

針
に

基
づ

い
て

移
転

を
実

施
す

る
こ

と
が

で
き

る
」
も

達
成

す
る

可
能

性
が

高
い

。
そ

の
理

由
は

、
第

一
に

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

に
先

立
っ

て
行

わ
れ

た
各

省
庁

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

と
、

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
に

お
い

て
、

道
路

セ
ク

タ
ー

以
外

の
関

係
者

か
ら

本
件

の
技

術
移

転
に

対
す

る
大

き
な

期
待

が
表

明
さ

れ
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

成
果

が
、

道
路

以
外

の
他

セ
ク

タ
ー

（
例

え
ば

、
電

力
、

治
水

等
）
に

お
い

て
利

用
さ

れ
る

可
能

性
が

高
い

こ
と

が
挙

げ
ら

れ
る

。
ま

た
、

一
部

地
方

政
府

も
本

技
術

協
力

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
対

し
て

関
心

を
表

明
し

て
お

り
、

本
件

の
中

で
行

わ
れ

る
O

J
T
も

、
一

部
は

地
方

に
お

い
て

実
施

さ
れ

る
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

題
材

と
し

て
実

施
さ

れ
る

予
定

で
あ

る
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

後
、

O
J
T
の

成
果

を
生

か
し

な
が

ら
本

件
の

成
果

が
広

範
に

普
及

す
る

可
能

性
が

高
い

と
考

え
ら

れ
る

。

環
境

的
な

イ
ン

パ
ク

ト
は

何
か

環
境

社
会

配
慮

の
面

か
ら

、
負

の
イ

ン
パ

ク
ト

の
軽

減
の

見
通

し
な

ど
特

に
社

会
環

境
面

で
は

、
適

正
か

つ
公

平
な

再
取

得
価

格
に

基
づ

く
移

転
補

償
手

続
き

が
国

内
的

に
確

立
す

る
こ

と
が

現
時

点
で

予
想

さ
れ

る
最

も
重

要
な

イ
ン

パ
ク

ト
で

あ
る

。

経
済

的
並

び
に

文
化

・
社

会
的

な
イ

ン
パ

ク
ト

は
あ

る
か

C
/
P

間
の

自
発

的
な

学
習

、
現

場
や

会
議

の
場

で
の

積
極

的
な

発
言

他
（
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
中

の
C

/
P

の
意

識
や

行
動

変
容

が
ど

の
よ

う
で

あ
っ

た
か

も
あ

わ
せ

、
可

能
な

限
り

聴
取

）

経
済

面
で

の
イ

ン
パ

ク
ト

は
、

移
転

手
続

き
が

迅
速

に
行

わ
れ

る
こ

と
に

よ
っ

て
、

必
要

な
基

盤
整

備
が

迅
速

に
実

施
さ

れ
た

め
の

環
境

整
備

が
で

き
る

こ
と

で
あ

る
。

但
し

、
公

共
事

業
等

の
基

盤
整

備
は

、
様

々
な

要
因

に
よ

っ
て

そ
の

実
施

状
況

が
左

右
さ

れ
る

可
能

性
が

あ
る

の
で

、
イ

ン
パ

ク
ト

の
計

測
に

は
、

時
間

が
か

か
る

こ
と

と
、

多
数

の
事

例
を

検
証

す
る

必
要

が
あ

る
と

考
え

ら
れ

る
。

こ
の

面
か

ら
、

着
手

前
の

ベ
ー

ス
ラ

イ
ン

調
査

と
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
が

の
必

要
性

が
高

い
。

資
料

調
査

、
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

質
問

票

有 効 性

目
標

達
成

の
促

進
・

阻
害

要
因

既
存

調
査

報
告

書
、

P
D

M
、

P
O

、
関

係
者

の
意

見
会

議
議

事
録

、
既

存
調

査
報

告
書

、
業

務
計

完
了

報
告

書
、

専
門

家
・
C

/
P

意
見

イ
ン

パ
ク

ト
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
に

よ
る

効
果

は
何

か
、

そ
の

他
の

波
及

効
果

は
あ

る
か

（
そ

れ
ら

の
見

通
し

）

既
存

調
査

報
告

書
、

研
修

計
画

・
受

講
生

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

、
関

係
者

の
意

見
、

企
画

調
査

員
の

観
察

会
議

議
事

録
、

IR
C

研
修

計
画

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
関

係
者

、
専

門
家

・
C

/
P

意
見

資
料

調
査

、
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

質
問

票

効 率 性

投
入

に
見

合
っ

た
活

動
/
成

果
達

成
の

見
通

し

【
事

実
確

認
に

よ
る

有
無

と
適

正
度

判
断

、
実

績
と

計
画

と
の

比
較

】
投

入
・
派

遣
あ

る
い

は
受

入
の

見
通

し
、

企
画

調
査

員
の

観
察

、
関

係
者

の
意

見

資
料

調
査

、
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

質
問

票

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

･マ
ネ

ー
ジ

メ
ン

ト
が

適
切

に
行

わ
れ

る
見

通
し

資
料

調
査

、
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

質
問

票



評
価

項
目

調
査

大
項

目
調

査
小

項
目

判
断

基
準

・
方

法
必

要
な

情
報

・
デ

ー
タ

情
報

源
デ

ー
タ

収
集

・
調

査
方

法
調

査
結

果

事
業

の
持

続
性

ス
タ

ッ
フ

の
定

着
度

と
活

動
の

持
続

性
、

研
修

事
業

の
維

持

今
後

の
事

業
展

開
（
移

転
事

業
の

継
続

･発
展

な
ど

、
研

修
事

業
の

継
続

、
人

材
の

継
続

・
確

保
）
、

国
家

の
方

針
と

予
算

計
画

（
人

材
・
研

修
計

画
、

移
転

事
業

の
適

正
化

や
事

業
環

境
の

整
備

に
向

け
て

）

R
D

及
び

IR
C

の
組

織
能

力
R

D
及

び
IR

C
の

組
織

基
盤

/
体

制
と

今
後

の
組

織
展

望

IR
C

-
R

D
や

、
そ

の
他

の
関

係
機

関
の

組
織

体
制

（
今

後
の

位
置

づ
け

、
事

業
＆

人
材

育
成

、
研

修
体

制
や

事
業

展
開

）
。

＊
な

お
今

後
の

組
織

改
編

や
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
計

画
・
実

施
体

制
の

意
向

も
確

認
。

C
/
P

の
技

術
・
ノ

ウ
ハ

ウ
の

定
着

度
個

別
技

術
及

び
組

織
で

の
技

術
ノ

ウ
ハ

ウ
、

住
民

移
転

＆
研

修
計

画
や

実
施

能
力

他
地

域
へ

の
普

及
の

可
能

性

他
の

移
転

案
件

や
、

関
係

機
関

へ
の

影
響

や
効

果
?

今
回

の
案

件
で

の
成

果
を

活
か

す
メ

カ
ニ

ズ
ム

や
ア

プ
ロ

ー
チ

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

取
り

込
ま

れ
て

い
る

か

C
/
P

機
関

並
び

に
関

係
機

関
の

財
政

状
況

IR
C

の
財

務
的

持
続

性
の

確
保

（
研

修
実

施
始

め
事

業
運

営
に

係
る

財
源

・
経

費
の

確
保

）
IR

C
の

予
算

や
事

業
見

通
し

と
今

後
の

財
政

状
況

企
画

調
査

員
の

観
察

、
関

係
者

の
意

見
会

議
議

事
録

、
業

務
完

了
報

告
書

、
IR

C
幹

部
、

C
/
P

・
専

門
家

意
見

資
料

調
査

、
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

質
問

票

IR
C

は
経

済
財

務
省

に
属

す
る

部
署

で
、

こ
れ

ま
で

も
W

G
な

ら
び

に
サ

ブ
W

G
に

対
し

て
、

必
要

な
人

員
確

保
の

た
め

の
予

算
措

置
を

と
る

な
ど

、
移

転
業

務
に

関
す

る
経

費
を

ほ
ぼ

問
題

な
く
確

保
し

て
き

た
実

績
が

あ
る

。
経

済
財

務
省

お
よ

び
IR

C
の

近
年

の
財

政
状

況
お

よ
び

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
に

係
る

資
金

的
な

裏
づ

け
に

つ
い

て
直

接
的

な
調

査
は

行
っ

て
い

な
い

が
、

過
去

の
W

G
へ

の
支

援
状

況
等

を
見

る
と

右
資

金
の

確
保

に
つ

い
て

は
問

題
な

い
と

考
え

ら
れ

る
。

民
活

技
プ

ロ
特

有
に

つ
い

て
民

活
技

プ
ロ

の
メ

リ
ッ

ト
や

課
題

整
理

今
回

の
案

件
か

ら
導

き
出

さ
れ

る
発

注
形

式
（
直

営
と

の
組

合
せ

）
に

よ
る

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

の
効

率
性

に
つ

い
て

検
討

本
件

は
、

直
営

方
式

に
一

部
民

活
技

プ
ロ

を
組

み
合

わ
せ

て
実

施
す

る
方

向
で

検
討

が
進

ん
で

い
る

。
民

活
部

分
に

つ
い

て
は

、
本

案
件

に
必

要
な

専
門

家
を

確
保

し
や

す
い

と
い

う
メ

リ
ッ

ト
が

考
え

ら
れ

る
。

一
方

、
発

注
に

は
、

常
駐

す
る

長
期

専
門

家
が

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

に
併

せ
て

、
派

遣
時

期
を

定
め

て
、

こ
の

日
程

に
併

せ
た

調
達

手
続

き
が

必
要

と
な

る
。

民
活

部
分

の
T
O

R
作

成
な

ど
、

長
期

専
門

家
が

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

全
体

を
見

据
え

た
調

整
・
監

理
を

行
う

こ
と

が
重

要
で

あ
る

。

住
民

移
転

に
関

す
る

政
府

の
意

向
や

計
画

カ
ン

ボ
ジ

ア
側

の
住

民
移

転
に

関
す

る
意

向
や

計
画

の
確

認
（
さ

ら
に

は
他

ド
ナ

ー
の

取
組

み
も

可
能

な
限

り
情

報
収

集
）
、

移
転

事
業

の
成

果
指

標
と

し
て

ど
う

い
っ

た
指

標
が

適
切

か
検

証

収
用

法
の

成
立

後
4
-
5
ヶ

月
の

改
訂

作
業

を
行

う
。

そ
の

後
の

承
認

プ
ロ

セ
ス

に
４

～
５

ヶ
月

、
ト

ー
タ

ル
で

現
在

か
ら

見
て

約
１

年
程

度
は

か
か

る
。

実
施

細
則

は
A

D
B

の
支

援
で

、
N

G
O

と
の

公
開

の
場

で
ド

ラ
フ

ト
さ

れ
た

も
の

。
収

用
法

の
範

疇
を

は
る

か
に

越
え

る
内

容
を

含
む

。
国

と
し

て
は

、
収

用
法

の
範

囲
の

な
か

で
細

則
を

整
備

し
た

い
と

考
え

て
い

る
。

中
央

省
庁

の
行

う
も

の
以

外
に

つ
い

て
も

、
S
D

が
制

定
さ

れ
る

と
R

D
が

担
当

し
て

い
く
こ

と
に

な
る

。
現

在
の

体
制

で
業

務
を

こ
な

し
て

い
く
の

は
非

常
に

困
難

が
あ

る
。

そ
の

た
め

、
将

来
S
D

が
制

定
さ

れ
た

後
の

R
D

の
役

割
等

に
つ

い
て

も
、

検
討

し
て

い
く
必

要
が

あ
る

。

カ
ン

ボ
ジ

ア
に

お
け

る
同

分
野

へ
の

支
援

の
方

向
性

や
教

訓
わ

が
国

の
今

後
の

同
分

野
に

対
す

る
協

力
の

あ
り

方
に

つ
き

教
訓

等
が

あ
れ

ば
検

討
本

件
は

、
類

似
案

件
が

ま
だ

な
い

の
で

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

知
見

を
今

後
の

類
似

案
件

の
形

成
、

運
営

な
ど

に
生

か
す

こ
と

に
配

慮
が

必
要

で
あ

る
。

略
語  

 

自
立

発
展

性
（
見

込
み

)

（
１

）
制

度
・
政

策
・
組

織
の

側
面

合
同

会
議

(J
C

C
)開

催
予

定
、

既
存

報
告

書
な

ど
企

画
調

査
員

の
観

察
、

関
係

者
の

意
見

イ
ン

フ
ラ

整
備

政
策

、
対

処
方

針
会

議
資

料
、

IR
C

-
R

D
幹

部
、

カ
ン

ボ
ジ

ア
人

材
・
研

修
計

画
、

専
門

家
・
C

/
P

意
見

資
料

調
査

、
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

質
問

票

（
２

）
技

術
的

側
面

技
術

の
定

着
度

・
普

及
の

仕
組

み
合

同
会

議
(J

C
C

)開
催

予
定

、
既

存
報

告
書

、
企

画
調

査
員

の
観

察
、

関
係

者
の

意
見

会
議

議
事

録
、

国
内

支
援

委
員

会
開

催
予

定
、

対
処

方
針

会
議

資
料

、
専

門
家

・
C

/
P

意
見

現
在

審
議

中
の

収
用

法
お

よ
び

そ
の

細
則

に
よ

る
と

、
R

D
は

「
カ

」
国

の
収

用
業

務
に

お
い

て
唯

一
の

中
核

的
な

組
織

と
な

る
こ

と
が

検
討

さ
れ

て
い

る
。

こ
の

面
か

ら
、

R
D

の
収

用
に

お
け

る
役

割
は

、
重

要
性

が
増

し
て

い
く
と

考
え

ら
れ

る
。

そ
の

た
め

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
時

に
は

、
中

央
政

府
が

実
施

す
る

他
の

公
共

事
業

に
お

い
て

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

成
果

が
利

用
・
応

用
し

よ
う

と
い

う
動

き
が

期
待

さ
れ

る
。

中
央

に
お

い
て

は
、

R
D

が
道

路
以

外
の

セ
ク

タ
ー

で
の

収
用

事
業

を
実

質
的

に
統

括
し

て
い

る
こ

と
、

統
一

的
な

収
用

の
手

順
が

未
だ

確
立

し
て

い
な

い
現

状
か

ら
考

え
て

、
本

技
術

協
力

に
よ

っ
て

計
画

段
階

・
実

施
段

階
で

の
収

用
に

関
す

る
マ

ニ
ュ

ア
ル

類
が

整
理

・
確

立
す

れ
ば

、
そ

れ
ら

を
道

路
以

外
の

他
セ

ク
タ

ー
に

も
適

用
し

、
継

続
的

に
利

用
す

る
蓋

然
性

は
高

い
と

考
え

ら
れ

る
。

現
時

点
で

は
、

地
方

の
実

施
す

る
事

業
へ

の
同

マ
ニ

ュ
ア

ル
類

の
適

用
が

行
わ

れ
る

か
ど

う
か

に
つ

い
て

は
、

確
証

を
得

て
い

な
い

。
し

か
し

、
収

用
法

お
よ

び
関

連
法

令
の

整
備

、
な

ら
び

に
右

に
基

づ
く
R

D
の

役
割

強
化

お
よ

び
、

R
D

が
他

セ
ク

タ
ー

や
な

地
方

政
府

に
対

す
る

啓
発

を
行

う
こ

と
に

よ
っ

て
、

公
共

事
業

に
お

け
る

収
用

手
続

き
を

統
一

的
な

手
順

に
よ

っ
て

行
う

こ
と

の
重

要
性

を
理

解
さ

せ
る

こ
と

に
よ

っ
て

、
自

立
発

展
性

の
道

は
開

け
る

と
考

え
ら

れ
る

。

【
IR

C
-
J
IC

A
定

例
会

議
の

開
催

】
本

件
と

は
直

接
関

係
な

い
が

、
R

D
と

J
IC

A
カ

ン
ボ

ジ
ア

事
務

所
は

、
日

本
関

係
の

無
償

・
有

償
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

促
進

の
た

め
に

、
月

に
２

回
程

度
の

定
例

会
議

を
開

催
し

て
い

る
。

こ
の

場
で

か
ら

相
方

か
ら

直
近

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

関
係

す
る

技
術

的
課

題
の

解
決

を
図

っ
て

い
る

。
こ

の
会

議
に

は
、

J
IC

A
関

係
者

と
R

D
の

関
係

者
等

が
出

席
し

て
、

関
連

す
る

技
術

的
、

手
続

き
的

課
題

に
つ

い
て

の
協

議
を

行
っ

て
い

る
。

本
件

の
形

成
特

に
、

移
転

に
関

す
る

政
策

立
案

支
援

と
D

/
B

開
発

、
R

A
P

手
法

の
改

善
な

ど
の

、
中

長
期

的
な

課
題

は
、

こ
の

協
議

の
場

か
ら

提
案

さ
れ

、
技

術
協

力
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
へ

の
繋

が
っ

て
き

た
。

【
ド

ナ
ー

間
の

調
整

】
移

転
に

関
す

る
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
に

関
す

る
ド

ナ
ー

間
の

調
整

は
、

そ
れ

ぞ
れ

の
ド

ナ
ー

の
動

向
把

握
を

行
う

上
で

重
要

性
が

高
い

。
し

か
し

、
こ

れ
は

事
務

所
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

支
援

業
務

と
し

て
実

施
す

べ
き

で
は

な
い

か
。

（
本

件
専

門
家

は
当

然
事

務
所

と
一

緒
に

関
与

す
る

こ
と

が
必

要
）

コ
ン

サ
ル

テ
ー

シ
ョ

ン
の

内
容

は
、

他
の

ド
ナ

ー
が

何
を

し
て

い
る

の
か

を
把

握
す

る
こ

と
が

特
に

重
要

。
ド

ナ
ー

は
、

そ
れ

ぞ
れ

独
自

の
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
・
方

針
を

も
っ

て
こ

の
分

野
の

業
務

を
行

っ
て

い
る

点
に

も
留

意
が

必
要

。
こ

と
さ

ら
、

調
整

し
、

ド
ナ

ー
間

で
統

一
的

な
ア

プ
ロ

ー
チ

を
作

り
出

す
こ

と
が

必
要

か
ど

う
か

さ
ら

な
る

検
討

が
必

要
と

思
わ

れ
る

。

C
/
P

=
C

o
u
n
te

rp
ar

t 
S
ta

ff
, 
IR

C
＝

In
te

rm
in

is
tr

ia
l 
R

e
se

tt
le

m
e
n
t 

C
o
m

m
it
t e

e
, 
R

D
=
R

e
se

tt
le

m
e
n
t 

D
e
pa

rt
m

e
n
t,

資
料

調
査

、
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

質
問

票

（
３

）
財

政
的

側
面

そ
の

他
企

画
調

査
員

の
観

察
、

関
係

者
の

意
見

会
議

議
事

録
、

業
務

完
了

報
告

書
、

IR
C

/
R

D
幹

部
、

C
/
P

・
専

門
家

意
見

資
料

調
査

、
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

質
問

票



打合せ議事録 

1．日時 2009 年 10 月 14 日 10：00－12：00 

2．場所 プノンペン 

3．機関名 公共事業運輸省 

4．面会相手 

・同席者 

MPWT：Chhim Phalla (Inspector General Inspectorate for RN1 & 2nd Mekong Bridge), 

Kong Sophal (Public Works Research Center) 

カンボジア事務所：森畑、SEAK Pengkeang 

ピオニエ・リサーチ：小野澤 

5．面談内容 １．概要説明 

事前調査を実施（10月13日～29日）東京からの調査団員を加えてIRC対象の技術協力プロ

ジェクトの内容を固める。 

OJTの対象として国道1号線の第四期の移転を対象とする。 

 

《技術協力とこれまでの援助との違い》 

無償援助（橋・道路がアウトプット＝建設すれは終わり） 

技術協力プロジェクト（TCP）「人の能力の向上＝人がアウトプット」 

 

事前調査の目的は、プロジェクトの枠組みを決める。 

MEFから2年間のプロジェクトの要請が出ている。プロジェクトの設計を固める調査の実

施（プロジェクト目標、成果、投入、活動の決定） 

合意すれば2010年4月から実施可能（最短で） 

 

《プロジットの内容関する議論のポイント》 

 2年という期間が妥当かどうか? 

 次のフェーズの有無＝2年間の到達点をどこに置くか？ 

 実施計画を作成(PO＆PDM) 

 

《日程の確認》 

 10月22日に終日PCMワークショップ実施する 

 10月29日まで活動する。今日午後のWG会議において日程の確認をする。 

 調査期間中、移転先の視察を実施予定 

 10月16日PM200-1RC会議 

 また、10月20日PCMを準備するための打ち合わせ開催予定。 

 21日終日ワークショップ開催予定 

 その後22日からM/MおよびR/D案の作成＋合意形成 

 翌週文書案の説明および会議複数回開催で最終合意形成を行う。 

 28日(水)に署名予定 

 

 

 

 



《ワークショップの進め方》 

8:00 参加者受付 

8:30  開始（午前の部） 

12:00～13:30 昼食・休憩 

13:30～ 開始（午後の部） 

17:00 終了（15時前後までにあらあらの内容を報告し、議論を深める） 

15時前後から、チャンコサール氏他責任者にも議論に加わってもらう 

 （参加者に地方政府関係者を加える必要があるか）＝加えたい。（交通費支給の必

要があるのでは)参加可能かどうか確認する：カンダール州、プライベン州 

 そのほかの参加者IRC,W/G, 地方政府関係者、水資源省(ダム), Min of Land 

Management ：IRCから 参加者についてコメントあるはず。（要確認） 

 環境省→重要 

 問係省庁との関係の整理が必要。各省庁にとって「土地問題は共通の課題」 

 

この分野の技協は初めて。 

岡田外相訪カ予定。 

11月上旬フンセン首相・鳩山首相会談予定もある。 

以上

 

6．入手資料 なし 

 



打合せ議事録 

1．日時 2009 年 10 月 14 日 15：00－17：00 

2．場所 プノンペン 

3．機関名 MEF(IRC) 

4．面会相手 

・同席者 

MEF: Dr. Chhorn Sopheap, Director of RD, Mr. Sim Samnang, Deputy Director of RD, 

Mr. Ben Daramony, Chief of Bilateral Project, Mr. Pich Socheata, Working Group NR-1, 

Mr. Hiv Panhavuth, Chief of Administration & Finance Office of RD, Mr. Heng Hong 

Lim, Deputy Chief of Bilateral Cooperation, Mr. Pal Chhan, Deputy Chief of Bilateral 

Cooperation 

MPWT: Mr. Kong Sophal, Working Group NR-1 

カンボジア事務所：森畑、野中、SEAK Pengkeang 

桑野 忠生、建設の品質管理強化プロジェクト チーフアドバイザー/道路建設・維持管

理 

ピオニエ・リサーチ：小野澤 

5．面談内容 IRC-JICA 定例会議（第 96 回） 

 

１．議事（本調査関係のみ） 

(1) 国道1号線の移転 

(2) 第2メコン架橋関係 

補償金をうけとらない人も。「不在地主のあつかい方が問題になる。」一定の期間をか

けて、公告する。6件ある。 

 

《苦情処理のしくみ》 

苦情処理委員会は機能している。日本のMOFAは、この辺を評価している。 

（不法占有者：多くが一旦移転して、補償費等を受領後（道路幅の内側の土地に） 

もとの場所にもどる可能高い。 

 

《水道接続の課題》 

接続費安くない。貧困層には負担。 

提示した代替案２つのうち (最低一ヶ所の井戸掘削に加え各戸への水道接続を行う。)井

戸＝浅井戸掘削：洗濯等の目的に使用（水道は飲用） 

 

《第3期道路の入札手続の現状》 

11/18プロポーサル期限（3ケ月選定手続に必要） 

2010年3月に契約締結および支払い（着手金）開始 

次回会合の際により詳しい日程を示す(JICA) 

 

《土地評価・買取価格》 

基本的な考え方：土地買収価格は道路計画の影響を受けてはいけない。第三者による査

定が必要。再取得価格による。用地価格の決定が基本である。 

 

《第 2メコン架橋プロジェクトの技術協力の件（報告）》 

10/14～調査団（コンサルタントのみ）プノンペン入りする 

10 月 15 日-23 日(金)プノンペンで作業：報告書説明。 

10 月 15 日: 第 2 架橋プロ打合わせと、TCP 関係の WG ヒアリングの日程が重なる。同時

進行でお願いしたい。 



 

 

２．TCP 関係概要説明 

事前調査を実施（10月13日～29日）東京からの調査団派遣。（別紙日程を参照） 

 

C/Pとして公共事業省とMEFを考えている。実施期間：2年または3年で実施予定。 

OJTの対象として国道1号線の第四期の移転を対象とするOJTを行う内容としたい 

移転に関するマニュアルとガイドライン（M&G/L）の作成を通じてC/Pの能力向上を図る。

 

《技術協力とこれまでの援助との違い》 

無償援助（橋・道路がアウトプット＝建設すれは終わり） 

技術協力プロジェクト（TCP）「人の能力の向上＝人がアウトプット」 

「メインアクターはカンボジア側」専門家は手助けをする。 

 

《ワークショップ》 

プロジェクト目標、成果の定義明らかにする：PCM ワークショップを通じてカンボジア側

の「Need」をとらえる。それに基づきプロジェクト設計する。 

10 月 21 日午前 8:00 からプノンペンホテルで開催したい。 

協議スケジュールの確認:最終的には10月29日までにM/Mを締結する。（PDM・POに詳細を

記載、合意する。）協議議事録作成。詳細議論するためのワークショップは10/22に変更

(出張のため) 

 

10月21日14:30～ワークショップアジェンダ確認のための会合を持つ。 

26日 表敬（他の調査団と一緒に） 

 

次回打ち合わせ：11月6日午後3時から 

6．入手資料 会議アジェンダ 

国道一号線移転にともなう水道供給にからむ補償の検討資料 

 



打合せ議事録 

1．日時 2009 年 10 月 15 日（木） 10：00－12：00 

2．場所 プノンペン 

3．機関名 IRC Working Group  

4．面会相手 

・同席者 

Working Group Members:  

MEF: Mr. Pich Socheata, Working Group NR-1 Team Leader 

MPWT: Mr. Kong Sophal, Working Group NR-1 

カンボジア事務所：森畑, Seak Pengkeang 

桑野専門家（建設の品質管理強化プロジェクト） 

ピオニエ・リサーチ：小野澤 

5．面談内容 IRC WG との会合 

１．計画中のプロジェクト概要の説明（略） 

 

２．W/G の組織の概要 

(1) 人員その他 

現在 8名の体制 

 

所属 人数 備考 

MEF 2 WG チームリーダー(Pich Socheata 氏) 

副チームリーダー(Investment Dept.) 

MPWT 5 副チームリーダー（Kong Sophal 氏） 

Research Center から 2名（地形図作成） 

Planning Dept.から 2名（情報収集、社会調査） 

MoLM １  

 

日本関係のプロジェクト（国道１号線第３期～４期）および第２メコン架橋の用地担当

である。 

 

（２）C/P の勤務の仕方（W/G メンバー） 

 

Q どのような勤務形態で仕事をしているか？ 

 

それぞれが自分の所属先に仕事を持っていて、アドホックに集まって業務をする。MEF

から特別の予算が組まれていて、夫々のメンバーに対して W/G での業務に応じて給与補

填など行われている。 

 

仕事の優先順位：W/G の仕事は高い。理由：ペイが良い。出張手当が出るなど、比較的個

人的な理由。他の業務との関係は、それぞれのメンバーが判断して行う。実際には W/G

の仕事が優先となるケースが多い。（一般的には、日常の仕事の上におかれている。）判

断材料：プロジェクトの重要性、所属期間：長いほうが優先、日当がでるかどうかなど。

 

Q 複数の省庁から人が集まっている。命令系統はどうなっているか？ 

組織面では、全員が IRC に所属している省庁から来ているので、本件の優先度が高い。（と

はいえ、業務上の指示・命令系統などがどうなっているかという質問には、直接的な回

答を得なかった点に留意必要か：小野澤注） 

 

（３）組織の組成 

Q．中央の WG と地方の Sub-WG の役割の違いはなにか？ 

それぞれの Committee の下部機関で実務を行う。一緒に活動することが多いが、実際に

は、地域に近い Sub-WG の役割は大きい。最も大きな差は、RAP を作成後、移転補償費を、

Sub-Committee に申請して、補償費を獲得・支払いすること。WG は RAP を作成、データ

ベースの入力管理をするが、お金にはタッチしない。 



 

Q．技術協力プロジェクト：ニーズの存在？ 

 現在は、移転補償に関して技術的に明文化されたガイドライン・手引き（マニュア

ル）はない。プロジェクトごとに異なる補償の仕組み 

 補償費の内容がドナーごとに異なる（ADB,JICA の算定基準） 

 補償対象の物権のカテゴリーが異なる 

 国内プロジェクトでは、多くが補償がない。 

 

Q.収用法・ガイドラインの現状・問題点など 

 収用法は閣議を経て、議会で可決予定（時期？） 

 施行規則（Sub Decree）は、難解＝定義あいまい、どうにも解釈可能。 

 ガイドラインがない。ドナーのガイドラインを適用する。国内案件の場合は、ガイ

ドラインなし。 

 ガイドラインには、条文の解釈が必要。 

 移転補償のないプロジェクトがある（たとえば、国軍、コンセッションによる開発

権など）これらをどうするか扱いの議論が必要。 

 小規模なプロジェクトにも移転補償がない。（多数の公共事業にも移転補償がない）

 

Q．技術協力の進め方：ガイドラインの作成は誰が？ 

地元コンサルタントを雇用して、ガイドライン案を作成させる。これを、たたき台とし

て、専門家＋WG＋IRC で協議して、国内事業にも適用可能な GL を作成する。 

 

Q.機材測量機器（トータルステーション、GPS 正確なもの） 

ラップトップ PC  

ソフトウェア Land Development(土木 CAD ソフト) 

アクセス（D/B ソフト） 

など。 

 

10 月 22 日にワークショップ実施予定 

 

 

 

6．入手資料 なし 
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打合せ議事録 

1．日時 2009 年 10 月 15 日（木） 15：00－16：00 

2．場所 プノンペン 

3．機関名 Ministry of Land Management, Urban Planning and Construction 

4．面会相手 

・同席者 

Ministry of Land Management, Urban Planning and Construction 

Dr. Ou Vuddy, Permanent Deputy Director General of General Secretariat of Council 

of Land Policy 

 

Ministry of Land Management, Urban Planning and Construction 

Dr. Beng Hang Socheat Khemro, Deputy Director General, General Dept. 

 

カンボジア事務所：森畑, Seak Pengkeang 

ピオニエ・リサーチ：小野澤 

5．面談内容 IRC WG との会合 

１． 計画中のプロジェクト概要の説明（略） 

一義的には二つの日本の事業（第 2 メコン架橋と国道 1 号線第四期計画）を中心とした

OJT によって、カンボジア側の住民移転能力の強化を考えたい。 

 

土地収用法、それにともなう施行規則の整備が行われる。こういった時期を背景に 2 年

間の技術協力を実施することを検討している。 

 

２． JICA プロジェクトに関するコメント等 

不法占拠者を対象とした住民移転手続は、環境社会配慮に関して、決議が出ている。 

 

収用法の補償をきちんとすること ADB プロジェクトから生まれた。 

East-West Management Institute のコンサルタントと長期にわたって一緒に仕事してい

る。当該プロジェクトは、対象地から不法居住者をはずしている。 

 

【土地収用法規則制定】 

制定後使用するガイドライン・マニュアルの整備が必要。施行規則に促して具体的にど

のように住民に接するかを明文化したい。 

 

通常の（国家予算で行われる）プロジェクトでは、規則の制定化後は、地区

/Provincial/Municipalレベルでそれぞれ、補償関係の業務が行われる。 

 

外国ドナー資金による特定のプロジェクトには、TWGが結成されて別な行き方。 

 

【TCPへの貢献・関与の依頼】 

Q. 合同調整委員会への参画の可能性は？ 

A/MEFから正式なレターの送付されれば参加できる。（大臣宛？） 

 

現在ADBの鉄道改修事業のW/Gメンバーとなっている。 

パトリシア（East West Management Institute）のチームリーダ。国家用地管理担当。

【土地収用手続きの課題】 

現在は、カンボジアに多数の援助機関が入ってそれぞれ方針や、基準が異なる。 
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社会環境では、それぞれのドナーが持つ基準が異なる。 

世銀のセーフガードポリシーが最上位。それぞれのドナーが自分の基準を持っている。

 

現在カ国でも、都市の土地なし貧困層を対象としたLand Policyを策定した。また、前述

のように、不法居住者を対象として対応についてサーキュラーが出ている。（これらは土

地なしの人たちの権利を認めるわけではない＝人道的な見地から支援する＝福祉政策と

して実施している） 

 

カンボジアでは、78年～89年に取得した土地は、国有地としてのあつかい。89年以降に

取得した土地は、私有化可能。いつ占有したのかによって権利の所在が異なる。しかし、

現在は誰も証拠を出せない。 

 

（道路の場合、中心線から30メートルがROWで、３０ｍ以内はすべて不法占有となる。→

実態と相容れない制度となっている。）いずれにしても、法制化・制度化されて一律に移

転補償などが適用されることが望ましい。 

 

6．入手資料 Declaration of the Royal Government on Land Policy (Unofficial Translation) 

Circular on Resolution for illegal temporary settlements in city and urban areas 

(draft) 
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打合せ議事録 

1．日時 2009 年 10 月 16 日（金） 8：30－9：30 

2．場所 プノンペン 

3．機関名 世界銀行 カンボジアオフィス 

4．面会相手 

・同席者 

Ms. Nil Vanna, Social Development Specialist 

カンボジア事務所：森畑, Seak Pengkeang 

ピオニエ・リサーチ：小野澤 

5．面談内容 世銀との情報交換 

１．計画中のプロジェクト概要の説明（略） 

 

 準備調査 3億円程度の技術協力プロジェクト詳細設計を行う。 

 国道 1号線と第二メコン架橋プロジェクトを OJT の場として考慮する。 

 土地収用法の成立にあわせて実施したい。 

 規則に基づき GL・M の作成や運用される。無償案件と異なり、成果品は「人」であ

る。 

 政府としての継続性は低い＝能力低い上に明文化された規則が不在なので、社会環

境が優先されない。 

 

 （JICA としても世銀のセーフガートポリシーは、他ドナーへの影響が大きい） 

 統合後の JICA の新しい環境社会配慮ガイドラインでは、「世銀のセーフガードポリ

シー」をリファーすることになるだろう。 

 JICA の実施した国道一号での成功例：これらは ADB のプロジェクトを含んで、成功

例：知見のドナー間での共有が大切。 

 ADB/JICA それぞれのガイドラインや、WB セーフガードポリシーに従う。 

 カンボジア政府は、国道一号線の日本工区の約５６KM のうち、第三期区間の補償支

払いを終えたところであるが、極少数のスタッフがその全てのプロセスを承知して

いる。この経験を組織の知として、Institutionalize する必要がある。 

 ガイドラインの整備を含む、技術協力の実施。 

 得られた知見を最終ワークショップで他ドナーや、関係省庁と共有することも検討

する。TA の結果をインフラ関係の WG において発表させることを考慮している。施行

規則が成立すると、将来にわたり RD が国全体の土地収用問題を扱うことになる。規

則制定後の MEF の課題も取り込みたい。 

 

２．世銀（コメント） 

 環境社会配慮はこれまで、借入国の責任という立場。とは言え、問題はどのように

実施されているか? 

 カンボジアには、現在移転補償を定めた法令がない。土地収用法が審議されている

ことは大きな前進である。 

 カンボジアに国内基準ができることは、大きな前進。国際的な基準に比べると水準

は低いかもしれないが、一度でそういった水準に達するわけではないはず。 

 世銀のセーフガードポリシーや JICA のガイドラインなどは国際スタンダードで、カ

ンボジアの国内基準の上を行くもの。 

 現在は国内事業に関しては、補償に対する考え方が省庁ごとに異なる。 

 昨年実施された ADB のワークショップにおいて、収用法・規則・技術協力という方

向性が明らかになった。 

 RD は MEF の下にあり、土地収用の責任を負っている。IRC は省庁横断的な役割を果

たしている。（時間・資源）。 

 土木技術者が必要：MPWT から借りている。W/G-IRC が実務・技術的分野を担当して

いる 

 日本の 2案件のために、2週ごとに定例会を開催している。 

 JICA の環境担当コンタクトは？ 
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 環境社会セーフガートに関する、カ国政府の受け皿が不在。土地法も最近できたよ

うに、政府に補償制度に関する考え方が限定されている。そもそも、公共事業費の

中に、移転補償費が計上されていない。予算化しておく必要がある。（工事が始まる

前に、移転費が払われることが必要） 

 世銀のエルマでのプロジェクトの経験から：「苦情は解決のため」、「そもそも苦情 0

というのは信じない」。住民から苦情を吸上げるシステムが機能しているかどうか？

 コミューンのレベルで、苦情を吸い上げてそれぞれについて対応することが必要。

そういった分権化が進めばよい。コミューンのレベルでどれくらい苦情を処理した

か?こういったことが問題になればよい方向。 

 

6．入手資料 なし 
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打合せ議事録 

1．日時 2009 年 10 月 16 日（金） 10：30－11：30 

2．場所 プノンペン 

3．機関名 環境省 国際協力局 

4．面会相手 

・同席者 

環境省国際協力局 氏名要確認 

カンボジア事務所：森畑, Seak Pengkeang 

ピオニエ・リサーチ：小野澤 

5．面談内容 世銀との情報交換 

１．計画中のプロジェクト概要の説明（略） 

EIA 百万リアル以上のプロジェクトに EIA の実施が課されている（国内公共事業について

も同様）。 

 国際協力局副局長の代理で面会する 

 MEF のプロジェクト要請書でている。住民移転能力強化技術協力プロジェクトを実施

する予定。 

 建設プロジェクト EIA が義務化されている。公共事業に関して不法居住者を対象と

した移転時に、移転補償が行われている。→国道 1 号線、第 2 メコン架橋を OJT と

して実施したい。 

 日本人専門家を派遣する予定（期間：2年間） 

 ガイドライン,Manual の整備をする。 

 MOE の実施する EIA と、住民移転との関係を明らかにする。 

 

２．MOE との関係など 

国際局とは直接関係がない。EIA を実施する、EIA 局において対応すべき。来週は、気候

変動会議のため、ほとんど出払っている。再来週の面会で国際局で、日程調整する。（JICA

に連絡する） 

 プロジェクト開始後コンサルテーション会議（JCC）会議を開く（年１～２回）。参

加依頼。 

6．入手資料 なし 
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打合せ議事録 

1．日時 2009 年 10 月 16 日（金） 14：30－17：00 

2．場所 プノンペン 

3．機関名 経済財務省住民移転局（R/D-MEF） 

4．面会相手 

・同席者 

住民移転局 Mr. Sim Samnang, Deputy Director of RD, Mr. Ben Daramony, Chief of 

Bilateral Project, 

カンボジア事務所：森畑, Seak Pengkeang 

ピオニエ・リサーチ：小野澤 

 

5．面談内容 日程等の説明 

MM 署名する 

署名文書の例として、PDM（サンプル）、PO など提示。詳細は、ワークショップを経て協

議で内容を固める。 

土地収用法：閣議決定先週だった。議会にかかる。並行して施行規則の協議行われてい

る。ADB 支援。法律家など入っている。 

 

Q.RD の役割？ 

 RD は IRC の事務局：約 30 名が勤務している。組織：①Bilateral プロジェクト局,

②Multilateral プロジェクト局,③政府プロジェクト、④Admin and Finnace の４部

局である。各 5名～6名の体制。将来、計画局と D/B 管理局の②部局を増やす予定で

検討中。 

 開発プロジェクトにおける住民移転にかかる副法令（サブデグリー：S/D）において、

住民移転局（RD）の役割が定義されることになる。コミューンレベルの事業を除く

以外の全ての事業の土地補償問題を担当することになる。新土地収用法で、土地は

国家のみが収用することできると規定された。 

 これに続き、地方への権限委譲が行われる。しかし、地方にはその力が無い。S/D

が制定された後、地方政府が収用手続きを適正に行わないと、問題が大きくなる。

 そのために、DMS、など、オペレーショナルマニュアルの整備、ガイドラインの整備

などが必要。 

 プロジェクト実施後、3 回のワークショップを開催する必要がある。（南部、中部、

北部において） 

 SD、G/L、マニュアルなどは全て道具にしかすぎない。RD で使える、技術的な内容の

技術移転が必要。たとえば、DMS のやり方、Public Consultation の方法など。内容

はすでに JICA が何度か実施しているものを深める。自分でできるように。 

 地方プロビンス、コミューンの各レベルで権限委譲が必要である。S/D が認定された

後、地方への権限委譲が明らかになる。 

 技術協力プロジェクトの開始時期：2010 年 4 月（最短） 

 収用法の実施細則の内容は、そのままでは実施が国難である。パブリックの概念の

定義：公共性とは何かが明らかになっていない。決定が難しい。「公共の利益」の定

義が難しい。たとえば、地元の開発業者：ソニーヴィラ・プロジェクト（不動産開

発案件）、地方の委員会を通じて、「事業の公共性とはなにか？」という質問が繰り

返しでて、疑問視された。 

 民間企業のプロジェクトだけではない。道路、送電線、灌漑など多くのプロジェク

トに及ぶ。 

 私企業の建設事業の場合「公共性の定義」が困難：（e.g. 4 軒の家屋所有者） 

 収用法 12 月に可決される可能性あり？反腐敗法の審議と重なる。その他可決を待

っている法律が大量に順番待ちをしている。 

 プロジェクトは、2010 年 4 月から開始する予定（最短） 

 S/D の承認を待つ。S/D に修正があっても大きなものにならないのでは？S/D の整備

は 2-4 ヶ月かかる。 

 2 年間のプロジェクト、フェーズ１としてガイドライン作成、マニュアル整備などを
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中心として当初、プノンペン周辺に限って実施する予定。パイロットプロジェクト

として、JICA の２プロジェクト：国道一号線、第２メコン架橋。他のプロビンスも

加えたい。 

Q．必要機材は？ 

 プロジェクト用の車両が必要。 

 Desktop PC(データベース用) 

 

Q.プロジェクト案への意見？ 

【第一期：IRC のポリシーを作成する】必要性が高い。 

 RD＝MEF を対象とする。 

【第 2期：公式ポリシーとして権限委譲を行う】 

 地方展開 

 

【専門家への期待】 

①IRC のポリシーを整備する（特に社会環境に関するもの） 

政策立案、Policy を、新しい S/D にあったものにする必要がある。そのために、WG と一

緒に現場に出る。 

例 

 耕作地。PAP との関係において WG の仕事として、補償を行う。そのために、WG の仕

事は：DQS、DB/インベントリの作成、Public Consultation。 

 例えば、過去にコンポンスク州で砂糖ヤシ、コンポンチャム州でゴム園の移転があ

った。収入補償の仕組みをどうするかについて、ポリシーが明確ではなかった。 

 生産農地の補償＋収入補てんのしくみづくりが必要。 

② D/B のモニタリング 

 RAP の内容について。コンサルテーションが必要。例えば、「分析の程度」「記載内容」

「RAP の精度」「土地・建物に対する評価(収入)」、「移転先」など。 

 RAP を実施するのは、社会調査専門家 

Q.RD から C/P 必要であるが、準備できるか？ 

 専門家とコンサルタント(無償)は異なる。 

 C/P と専門家の関係：TA 開始後、仕事をするのは、C/P。専門家の役割は支援するこ

とに限定される。C/P 不可欠。 

【第 2期の展望】 

第一期で TOT 実施する。 

 これらを地方レベルのコミティや、WG に技術移転する。当然スタッフ強化の必要性

がある。R/D の職員がトレーナーとなる。 

 専門家が中心となって、分権化の支援をする。権限強化にともない、RD が講師とな

って地方レベルでの、スタッフトレーニングのための TOT を実施する。 

6．入手資料  
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打合せ議事録 

1．日時 2009 年 10 月 19 日（月） 16：00－17：20 

2．場所 プノンペン 

3．機関名 水資源気象省 

4．面会相手 

・同席者 

Mr. Than Phalleap, MOWRAM Resettlement Unit  

Mr. Tauch Ang, MOWRAM Resettlement Unit 

カンボジア事務所：森畑, Seak Pengkeang 

ピオニエ・リサーチ：小野澤 

5．面談内容 水資源省との情報交換 

１． 計画中のプロジェクト概要の説明（一部略） 

 TA 実施。２年間の予定。土地収用法の制定手続きが進行中。それに伴って ADB が SD

を策定・協力した。SD に基づくガイドラインの作成支援と、RD の能力向上を目指し

た技術協力を形成したい。 

 SD には、若干の修正が必要と思われる？SD が成立することを前提として様々な協力

をしていく。内容は、かなり高度という印象を持つ。国内のプロジェクトでは適用

できるのか、できないのか？その辺を協議してガイドラインを策定するように、支

援する。 

 

２． 住民移転に関する（MOWRAM 関連プロジェクト関連の）最近の動き 

 住民移転ユニットは、現在、North West Irrigagation Systenm Project（NWISP） を

実施している。住民移転に関して ADB ガイドラインを適用している。コンポンチャ

ム州、バッタンバン、シュムリアップなど、4プロビンスを対象としているプロジェ

クト。主に水路建設、貯水池などの建設。昨年、工事が始まる前に全ての関連補償

金を支払った。補償内容は、農地のみ 4 軒が移転対象だった（いずれも貯水池内の

住居の移転）。３軒は移転、一軒は、かさ上げをして同じ土地で移転はなかった。小

水路の拡帳では移転は無かった。 

 本ユニットは主に ADB プロジェクトを対象とした移転をやってきた。他のドナーと

して、韓国の KOICA 無償も手がけたことがある。クランプンレイ（Krang Ponley?）

プロジジェクト。コンポンチャム州。多目的ダム建設＝灌漑貯水池＋3発電所＋灌漑

水路建設。計画上は、5貯水池が当初計画された。うち、3つのみ建設された（予算

不足）。米作地帯で土地に対する補償を行った。 

 補償のしかた①地形改変（栽培条件の変更の有無などが判断材料）、②IRC が補償範

囲を決めた。例えば、近傍で貯水池の中で完全に水没する土地（BM=69.5ｍラインの

下の土地）には補償金を支払う。水没する土地は完全に耕作不能なので補償の対象

となった。一方同コンタの上の土地は、時々水没するので、例えば浮稲などへの作

柄転換か、従前と変わらずに耕作が可能。ということで、計画ラインの上下で補償

の内容が異なる。これらは、ADB のポリシーにのっとっていて、現状回復規定は、厳

しい内容となっている。 

 原状回復プログラムの内容は、回復プログラムを実施する NGO を雇用。住民対象の

Drainage をどう使うか、農業普及員を通じた、機械修理、収入向上活動の実施。コ

ンポントム州でのプロジェクトでは、NGO：Emvisioning？を雇用した。現在トレー

ニング実施中：２００９年末に終了予定。上記プログラムは、IRC=RD が組織して実

施。メンバーには ADB も入っている。クメール語で実施される場合が多い。 

 SD はよくできている。NGO にはまだ若干の不満もあるようだが。SD には若干補償面

で重すぎる部分も。多くのプロジェクトでキャッシュが不足していてときに他のプ

ロジェクトや事業からの借用もあると聞いている。州レベルでのプロジェクトの実

施には、多少の困難も伴うのでは。ADB のドラフト作成には、４回のコンサルテーシ

ョンを経ている。NGO も参加している。補償内容は、MLM が決める。現在は、SD は、

国家プロジェクトのみに適用しているはず。今後の影響として、コストが上がるこ

とから、実質的には（特に国内資金で行うプロジェクトについては）プロジェクト

期間が延びる、総工費が増える可能性があるのでは。 
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6．入手資料 なし 
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打合せ議事録 

1．日時 2009 年 10 月 20 日（火） 09：00－10：00 

2．場所 プノンペン 

3．機関名 プノンペン市公共事業部 

4．面会相手 

・同席者 

Mr. Moeung Sophan 

カンボジア事務所：森畑, Seak Pengkeang 

ピオニエ・リサーチ：小野澤 

5．面談内容 プノンペン市公共事業部との情報交換 

１． 計画中の技術協力プロジェクト概要の説明（一部略） 

 現在 ADB のコンサルタントが作成した SD が準備されている。また、土地収用法も整

備方針。閣議を通ったが、議会での承認が待たれる。SD に基づくマニュアル作成を

考えている。実際には標準的な実施要領（Standard of the Procedures：SOP）の作

成、運用の支援をする。（実施期間：2年間） 

 MEF 洪水防止プロジェクト実施してきたのを承知している。 

２．最近のプノンペン市での土地収用を伴う公共事業の状況など（ソファン氏） 

プノンペン市は、IRC 設立し、Sub Committee に Vice Gvernor がチェアマンで土地収用

を実施してきた。 

 第一段階は詳細設計など技術的内容が多い。その後、土地収用のための準備に入る。

実際には、航空写真をもとに作図し、用地買収の範囲が最適化するよう、土地利用

計画を何度も策定しなおす。最終的に、影響範囲を確定した。収用の方法は、補償

対象の構築物のみを対象として補償した（土地は含まず）。 

 移転手続きは代替地の提供などを含む。MEF が行った。当初井戸など基本的なインフ

ラ整備をして、その後移転実施。最終的には４～5年後になって水道を導入した。移

転先の代替地は 2箇所建設した。食料の配布・トタン屋根の材料なども配布した。

 当時の補償基準では建物の仕様に関わらず同一価格であったのでレンガ造の住戸に

は補償金額が不足（移築するのに金額が足りないという苦情が多い）。結局最終的に

後で増額をした。 

 ADB が実施した洪水防止プロジェクトは 1999 年（フェーズ II）までを ADB が実施し、

その後 JICA が引き継ぐ形で事業実施した。その土地収用も MEF が担当した。JICA、

ADB それぞれに環境社会配慮ガイドライン基準がある。（現在検討中の SD は全国の

省・市など地方レベルで用いる「最低限の基準」として作られたものである。） 

 以前実施した国内プロジットでの経験では、代替地の移転先が現場からかなり遠い

場所で、10km 離れていた。JICA プロジェクトの場合、実施区域内（バンメンポンポ

ンプ場？）の区域内に移転先確保することができた。そのため、問題なく移転する

ことができた。遠い代替地にしても、その後スプロールが進んでその場所も大幅に

利便性が向上した。その結果、地価が上がって、移転した人の満足度は高いはず。

 一方で、移転先の面積を地価に応じて調整することも必要。近い場所には狭い土地、

地価の安い場所に移転する人には、広い土地といったように、それぞれの交換条件

が公平になるように配慮が必要ではないか。現在は地価が高騰しているので、移転

にかかる費用が非常に大きい。補償費が本体価格を上回るケースも増えている。だ

から、最適化が必要。 

 代替地の確保、建設は、移転前に全て完成していなければならない。 

 苦情処理のしくみは、完成前完成後とも機能している必要がある：完成後も苦情申

し立てをすることができる仕組み。 

 

 

 

 

 

 

 

住民 ビレッジ・チーフ カーン 
又は 

サブ・カーン 

委員会
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 補償費が 3000 ドル～15,000 ドルにも（5倍にも）広がった場合もある。MPP レベル

でも同様な委員会つくって実施している。 

 短期的には、移転の従前・事後の差が問題になっている。また、現在の世銀・ADR

等の国際基準のガイドラインを適用すると、実質的には（都市プロジェクトの場合

は）域内移転しか選択肢がない。極端な例かもしれないが、MPP のプロジェクトでは

副市長の指示でバスによる送迎をしている例もある（市内～移転先)。また、生計向

上プログラムとして PDF 基金を利用してソフトローンを提供（低金利、元本 3 年間

据え置き） 

 生計向上は非常に大切。PDF は、現在 MPP のプロジェクトのみで運用されている。移

転後の職の問題は非常に大きな問題になる。（PDF：基金 2億リアル） 

 併せて、EIA の実施は大切。社会環境も含めて、予備的環境影響評価 IEA～EIA とい

う流れ必要。 

6．入手資料 なし 
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打合せ議事録 

1．日時 2009 年 10 月 20 日（火） 14：30－15：30 

2．場所 プノンペン 

3．機関名 カンボジア開発評議会(Council for the Development of Cambodia) 

4．面会相手 

・同席者 

Ms. Heng Sokun, Director, Bilateral Aid Coordination Dept, CDC 

正木幹生（CDC 援助調整アドバイザー） 

カンボジア事務所：森畑, Seak Pengkeang 

ピオニエ・リサーチ：小野澤 

5．面談内容 カンボジア開発評議会との情報交換 

１． 計画中の技術協力プロジェクト概要の説明（一部略） 

 技術協力プロジェクトの準備調査を実施している。TCP 準備調査実施中。主な投入内

容として、参加型開発を中心とする専門家の派遣を考えている。活動内容の確定の

ために、10/22 終日 PCMWksp を予定している。ここで現状を把握・議論して来週、内

容についての協議をしたい。収用法の施行細則（SD）案は、ADB の支援で完成してい

るが、現在は収用法の可決待ち。非常に細かい SD になっている。TCP では、右 SD

に基づくマニュアル（Standard of Procedures：SOP）のようなものを作成し、これ

らが使えるようにするのを目的とする。 

 無償協力に関して、IRC-JICA 会議の定例会議を開催している。その経験では、各ド

ナーが住民移転の基準を持っている。例えば世銀/ADB の基準、JICA の基準など、夫々

が異なる。最終的に TCP の成果をワークショップにおいて、他ドナーと共有する予

定。TCP としては、移転に関する国内基準の整備を目的とする。移転業務を実施する

MEF の RD のキャパシティ向上を狙う。 

 SD は非常に詳細なものを、ADB と、NGO などが公開の場で議論して作成されてきた。

作業は、ADB のコンサルタントが担当した。TCP では、収用法の動き、当該 SD が最

終的にどのような形になるかを横目で見ながら、将来公布された SD に基づく「マニ

ュアル」の作成を考えている。実際には標準的な実施要領（Standard of the 

Procedures：SOP）の作成と、その運用の支援をする。（実施期間：2年間）中央政府

（RD）を C/P とした技術協力を実施する。 

 国内基準として、最低限の基準として「新興ドナー」や民間企業の開発で使われる

マニュアルにする。国内はインフラ開発の優先度高い。住民問題は常にあと追いに

なっている。 

 MEF の関与は、財政に関わることから。一方で、都市の不法居住者の対策は、MLM が

土地問題として、あるいは「政策上のプリンシパル＝考え方」の整合性という観点

から関わっている。地方レベルでは比較的問題は小さいのではないか。地方行政の

レベルでは各地の条件がすぐ整備されるのでは。 

 インフラ事業の T/WG への参加する。事務所として取り組む。 

6．入手資料 なし 

 



 1

打合せ議事録 

1．日時 2009 年 10 月 20 日（火） 17：00－18：00 

2．場所 プノンペン 

3．機関名 カンボジア電力公社 

4．面会相手 

・同席者 

Mr. Mao Visal （社会環境配慮、広報） 

カンボジア事務所：森畑, Seak Pengkeang 

ピオニエ・リサーチ：小野澤 

5．面談内容 カンボジア電力公社との情報交換 

１． 計画中の技術協力プロジェクト概要の説明（一部略） 

 EDC も IRC メンバー。用地買収（電力線・施設用地、架線下の土地の確保・権利設定

など）を RD に。 

 R/D は現在約 30 名の体制で業務を行っている。 

 第 1次 2010 年 4 月から 2年間実施予定。2次 2012 年なら 20/1 に要請上げる必要が

ある。技術移転の内容：収用法及びその施行規則にもとづくマニュアルの整備を行

う。 

 SD は公布後、民間の事業にも適用される可能性あり。ただし準備期間として 1年程

度おくことも考えているようだ。 

 現在 NINRATANA のプロジェクトの移転業務には、5名が EDC から IRC の W/G に参加し

ている。環境省 1名、MLM から 1名。Sub W/G には地方から 1名参加。タケオのプロ

ジェクトではもっと多数の人員で業務をおこなっている。 

 対象プロジェクトの、買い上げ価格の基準：時に再取得価格。時に市場価格。その

ために地元コンサルタントを雇用している。再取得価格調査は時に正確なデータの

取得が難しい。安全確保のため警察力を時に使う場合も（但し銃は携帯しない）。 

 DMS は EDC の要請で、実際には Sub W/G が実施する。RAP の作成も。現在は ADB の事

業であることから、RAP の作成は SubW/G が行い。ADB に送付。確認後住民との契約

業務を行う。契約後、政府から補償金が支払われる。住民対象の公聴会は、着工前

に一度、DMS の前に一度実施した。 

 

２．SD 案について 

 SD を起草するメンバーの一人として参加。作成に関わった。収用法が先行する。同

法が発布されてから有効になる。RD が SD の修正を行う。 

 現在の移転計画・移転方法の問題として承知しているのは、再取得価格の調査が実

施の一年程度前になる。そのため、実際の補償実施時と補償価格との間に差が生じ

てしまうことがある。一般に、RCS を実施した後、相当の期間のインフレ等を勘案し

て、アジャストする。EDC が最近関わった事例でも、工期遅れが生じて建物補償の作

業が一年遅れた事例があった。工期遅れの理由は、変電所の設計変更によるもの。

近隣地主が計画実施後、変電所の隣接地の地形を大幅に改変したことにより、変電

所の設計に変更がでた。建物補償に関して工期遅れで 2008 年 7 月までかかってしま

った（ADB キリロン送電線） 

 IPP の場合は、収用には地方政府が絡むが、RAP は作成されなかった。コンポンチャ

ム州で実施された EDC の BOT でも同様。 

 ワークショップには、先約があり参加することができないが、Deputy を参加させる。

6．入手資料 なし 
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打合せ議事録 

1．日時 2009 年 10 月 21 日（水） 14：30－15：30 

2．場所 プノンペン 

3．機関名 経済財務省（IRC_MEF） 

4．面会相手 

・同席者 

Mr. Sim Samnang、Deputy Chief of RD 

カンボジア事務所：森畑, Seak Pengkeang 

ピオニエ・リサーチ：小野澤 

5．面談内容 IRC との情報交換（ワークショップの打合せ等） 

１． 計画中の技術協力プロジェクト概要の説明（一部略） 

 22 日（金）朝からワークショップを実施・プノンペンホテルに宴会場を確保した。

 技術協力は 2段階で実施する。1段階は中央政府を対象とした技術協力の実施。第 2

段階は、地方政府 Provinces を対象とした技術協力を実施する。 

 技プロの 2年間で RD を中心とした能力向上を行う。最終的には様々な公共事業に対

応する。RD の役割は、SD によると長期的には、ほとんど全ての公共事業の用地を扱

うことになる。第一期のスコープでは、ブライベン州、カンダル州での案件を OJT

の対象として計画する。 

 想定する専門家の能力・知識=法律、社会環境、公共事業実施。 

 収用法をよく読んで欲しい。併せて社会環境案件への経験。土地基本法・憲法、収

用の現場経験などが求められる。（収用法案の英訳はまだないので、翻訳が必要）。

都市不法居住者に対する対応法方針なども資料として有用。 

 ワークショップ参加者 

 7 省が参加予定：MEF、MLM、MOE、MOWR、鉱物資源省、公共事業省、電力公社、カン

ダール州、ブライベン州、プノンペン市からも参加予定。 

 参加者数は合計で 19 名予定している。グループ分けが必要かどうかを検討のこと。

 プロジェクト実施を監理する機関として、JCC を組織する（1年に 1回会議を開催す

る）併せて、3-4 ヶ月に一回のペースでエクゼクティブ・コミティを立ち上げる予定。

それぞれへの関与が必要。 

 機材 

 23 日（金）朝、メコン架橋のコンサルタント小川氏と面会予定。 

 収用法のスケジュール＝来年議会を通過する予定。10 月 9 日に行われた閣議に付議

した。多数の法案が議会に上程・送付されていることから、どれくらいの優先度が

あるのか不明である。法案は最終的になんらかの修正があるかもしれない。SD の位

置づけは微妙である。実際の流れとして、閣議決定のプロセスが一番不気宇雑で難

しい。閣議に先立って、社会経済部会で審議されて関係省庁間の調整が行われる。

各省庁間の調整が終わらないと閣議をとおらない。 

 

6．入手資料 なし 
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打合せ議事録 

1．日時 2009 年 10 月 26 日（水） 10：30－11：30 

2．場所 プノンペン 

3．機関名 アジア開発銀行 

4．面会相手 

・同席者 

Karen Social sector Specialist 

Sokha Ouk、Social Safeguard Officer、ADB カンボジア 

カンボジア事務所：小林、森畑, Seak Pengkeang 

本部：小泉、宮崎、山下 

首都高速：黒川 

ピオニエ・リサーチ：小野澤 

5．面談内容 アジア開発銀行との情報交換 

１． 計画中の技術協力プロジェクト概要の説明（一部略） 

 来訪の目的：MEF との技術協力プロジェクトの形成・準備を行う。収用法が整備され

つつある。ADB が施行細則（SD）を準備された。MEF は収用法に基づいて、右が可決

すればそれに基づいて SD を改訂する意向を持っている。承認プロセスには、現在か

らほぼ 1年程度かかると説明を受けた。SD が公布された後は、恐らく、RD が全国の

移転関係の主管部署となる可能性がある。 

 TA は、公共事業（特に道路）にともなう移転案件の支援を行うもの。SD にもとづく、

現場で使用することのできるマニュアルの整備を行う。SD は最終的には国内の事業

一般を対象とする（国内基準）。今回 C/P の協議では、上記の TA の詳細について先

方政府との合意形成を図る。2年間の技術協力プロジェクト予定している。プロジェ

クト開始に伴い。情報交換を行いたい。実施の基本的な承認は日本政府が出してい

る。 

 来年 4月開始予定 

 

２．ADB 活動について 

 コンサルタントは、SD 作成と合わせて技術協力を計画していたが、収用法の可決と

時期が合わなかった。HQ から SD 案を検討した。ドラフトは、ADB の規定に比較して、

若干の差異があった。 

 10 月 1 日付けで、ADB が生計向上プロジェクト案件を準備した。国道 1 号線案件関

連の移転世帯に対する、収入補填。MEF 対象。国道一号線沿線の３０＋世帯対象とし

て、公式に定義された苦情に対する対応策を実施する予定。収入補填はっ住民移転

を構成するプロジェクトの一部にしかすぎない。 

 現在調達手続き中。年内あるいは 2010 年早々に開始したい。 

 NGO、国際 NGO などの衆人環視の元で行う予定。HQ は SD 公布に関連した能力向上プ

ロジェクトを実施したいと考えている。 

 世銀も同様なもの計画中と聞いている。最近インドのコンサルタントと面会した。

MPWT と一緒に行うという話を聞いている。Lewis Berger から。多少資料があるので、

シェアしても良い。 

 個別のプロジェクトとしては以上のよう。政策レベルでは実施の予定はない。SD の

カンボジア側の案はまだ見ていない。 

（Q：ADB 案は、現在カンボジアが準備しているものが国内基準になることを考慮すると、

かなり高度な要求をしているのではないか？） 

 SD 案ができたとき、約 500 件のコメントが出た。SD 案と ADB のセーフガード・ガイ

ドラインとを比較した表を作成した。「移転前後での生計水準が下がらない」という

考え方を貫いているはず。 

（Q：国内資金で行われる、公共事業では、外国ドナーの基準と相当異なる基準で行われ

ている。これについての ADB の考え方。国内基準のあり方について） 

 SD 整備支援は、この点から整備が必要ということで始まった。マリーン・ワンディ

アが担当。詳細、後ほど送る。 

(Q:収入向上プロの概要) 
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 一号線全体の世帯を対象にするものではない。移転先の状況は最低でも JICA 実施の

移転先とインフラ整備など条件があまりにも差異があった。例えば、ADB セクション

では 3つの共用トイレを建設したのみだった。実際に支払われた、補償費は JICA が

払った金額よりも多かったが、支払い方に問題があったため、結局最終的な調整で

支払った金額は多くなった。（回収した資材の価格の減額など、ADB ガイドラインを

遵守しなかった事案が見受けられた。） 

 これらの問題解決のため、国際 NGO かコンサルタントを調達して、生計向上、コミ

ュニティ開発案件を実施する予定。 

(Q:メコン・ウォッチの動き) 

 日本基金が、通常の貸付の形式を出ないスキムで、例えば担保などの確保ができな

い小額貸付になじまないものだった。小額貸付を実施するため、コミュニティ主導

のリボルビングファンドなどの実施が提案されている。メコンウォッチとこの点で

協力している。コミュニティ開発。対象村落はこの案件には今のところ満足してい

るようだ。来年実施なので、お金も絡むのでどうなるか。メコンウォッチの動きは

アドボカシーグループとして正当なものであったと思う。 

（Q:シュムリアップ～ Rt45 プロジェクトの現状など、カンボジアでの苦情処理システ

ム） 

 東南アジアのインフラ整備に関する住民移転案件は、本部でやっている。プロジェ

クト実施時に配布される情報が限定されている。識字率の問題もあるが、どのよう

な権利を持つのか、きちんと説明されていないようだ。配布される資料で、必要な

情報が適時提供されていない。コミュニケーションの方法など問題も見える。「戦闘

態勢」と言ったマインドセットが、相手側の態度を効果させているのでは。視点の

違い。 

 国道 1号線の苦情の多くは、情報提供が不足。ADB 案件のみで 300 件の苦情があった。

ほとんどの案件では、情報が適時、適量提供することができていなかった。 

 ２件の投書、２コミュニティ合計 63 世帯からペティションが本部あてにでた。カン

ボジア事務所でも独自の調査を実施。63 件中への対応を日本基金で対応しようと計

画した。2008 年時点でのハウスホールドサーベイのデータを持っていた。（政府が支

払い補償金の一部を中抜きしていた？）それぞれのケースにおいて状況が異なるが、

時期が経っていたので、それぞれの事案への対応に難しい側面もある。 

 

6．入手資料 なし 
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